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（目標年次：2031（R13）年度）

主伐による森林循環の加速化と
持続可能な森づくりを目指して



富山の豊かな森を守り育て、林業・木材産業の成長産業化を一層推進し、カーボンニュートラル
や花粉症対策への貢献と県民のウェルビーイング向上を目指す

基本施策Ⅲ 県土の強靱化と県民参加の森づくり

基本施策Ⅱ 豊かな森林を未来につなぐ人材の育成基本施策Ⅰ 主伐の推進と林業の経営力強化

目標年次：令和13年度
【令和６年10月策定】富山県森林・林業振興計画の概要 ～主伐による森林循環の加速化と持続可能な森づくりを目指して～

 地上レーザやドローンによる効率的な立木調査★1

 スギ人工林の伐採と無花粉スギや広葉樹の植栽による花粉発生源対策

 線形や土場の設置など木材の大量輸送に対応した林道の開設★1

 生育期間が短く大量生産が可能な挿し木による無花粉スギの増産体制の確立

 地震で被災した林道等の復旧と大規模災害を見据えた維持管理体制の構築★4

 ドローンによる運搬や通信環境の整備など先端技術を活用した作業省力化★1

 路網開設が困難な急傾斜地での架線集材など新たな作業システムの推進★1

 丸太の自動計測や配車システムの導入などによる木材流通の見える化★1

 広葉樹の有効活用に向けた分布域や樹種などの詳細な資源情報の把握

 伐採から造林までを連続して行う「一貫作業システム」の推進★1

 携帯電話圏外での林内通信環境の整備による生産性・安全性の向上★1

 森林Ｊ－クレジットを通じた森林整備と企業等の脱炭素の好循環創出

 県営林の計画的な主伐による県産材の安定供給

 きのこや山菜など特用林産物の栽培技術の開発やＰＲによる消費拡大

 「立山 森の輝き」を上回る成長や材質等に優れた無花粉スギの開発

 里山広葉樹林において付加価値の高いホオノキの更新技術の開発

 地震に強い木質架構技術やリフォーム工法、耐震シェルターの開発★4

 低コスト作業システムなど効率的な主伐のための知識・技術の普及

 公益的機能の発揮が求められる森林の計画的な保安林指定と適切な管理

 流域を一体とした荒廃地の復旧、災害の予防、流木対策の重点的な実施

 地震で発生した山地災害等の復旧と災害に強く持続可能な森づくり★4

 治山施設が将来にわたって機能を発揮し続けるための長寿命化対策

 松くい虫やカシノナガキクイムシなどの森林病虫獣害の予防と拡大防止

 クマなどの野生動物の移動経路となっている河岸段丘等での里山林整備

 里山応援隊活動など地域ニーズに応じたきめ細かな里山管理への支援

 侵入竹林等の整備による針葉樹と広葉樹が混在する混交林化

 企業と里山地域による協働での森づくり活動の推進★3

 森づくり活動のＣＯ２の吸収量認証による活動への参加促進★3

 インターンシップや外国人材の受入れなど林業担い手センターによる新規就業者の確保★3

 学生対象の林業体験やＳＮＳ・動画配信による若者への就業ＰＲ★3

 苗木生産等での福祉事業者との林福連携による新たな働き手の確保★3

 林業カレッジによるＩＣＴや架線集材など新しい技術の習得★3

 快適トイレなど作業環境の改善による女性も働きやすい環境づくり★3

 液状化対策や耐震、中大規模の木造建築物を設計できる人材の育成★4

 児童生徒をはじめ広く県民への環境教育を提供する森の寺子屋の開催

 ＳＮＳを活用した森林ボランティアのＰＲと若者の新規参入促進★3

 県産材遊具の導入やイベント開催等による県産材利用の普及啓発★2

 木に触れ森を学ぶ木育と自然保育によるこどもまんなか森林教育★2

タワーヤーダ
(架線集材)

林内通信環境の整備

新たな無花粉スギの開発

流木捕捉機能ダム

県民参加による里山整備

高性能林業機械シミュレータ

地上レーザ計測

森と木を知る自然保育

 富山県ウッド・チェンジ協議会による木材利用のプラットフォームの構築★2

 ＪＡＳ製材品など品質・性能の確かな県産材製品の供給促進

 民間事業者との建築物木材利用促進協定による県産材利用の推進★2

 木材産業の復興と大規模災害に強い県産材サプライチェーンの構築★4

 中山間地域の活性化につながる早期の収穫が可能な早生樹の栽培実証
民間企業との木材利用促進協定

重点３ 次代を担う人づくりＰＪ★３

１ 森林・林業・木材産業の目指す姿

２ 目標の実現に向けた推進施策

R13
目
標
指
標

県産材の
生産量 160千m3

林業の
担い手数 430人

 ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟや外国人材等の新規就業者確保

林福連携や女性就業促進

架線集材の技術者育成

家庭へ苗木育成キット配布

ＣＯ２吸収量認証制度創設

重点２ ウッド・チェンジＰＪ★２

ウッド・チェンジ協議会での木材利用推進

民間建築主との木材利用協定

大径材用の製材ライン導入

木製遊具導入や木育イベント

木育と自然保育の森林教育

重点４ 能登半島地震復旧ＰＪ★４

山地災害の早期復旧と予防対策

林道施設点検と対策工事

大規模災害に強い木材の

サプライチェーン構築

地震に強い木造建築物普及

重点１ 生産性向上ＰＪ★１

地上レーザやドローンによる立木調査

主伐に対応した林道開設

架線系作業システムの検証

木材流通の見える化

一貫作業システムの検証
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はじめに 

１ 計画策定の趣旨 

「富山県森林・林業振興計画」（以下「振興計画」という。）は、2018(H30)年３月に策定された県

の総合計画「元気とやま創造計画」の森林・林業・木材産業分野に関する計画として位置づけられ、

平成31年３月に策定されました。 

振興計画では、「豊かな森づくりと魅力ある林業の構築」を目標に、「森を活かす」「木を使う」

「山を守る」「人を育てる」を施策の柱として、各種施策を展開し、本県森林・林業・木材産業の振

興を図ってきたところです。 

こうした中、2021(R3)年10月には「富山県森づくり条例」に基づく「富山県森づくりプラン」を、

2022(R4)年３月には「富山県県産材利用促進条例」に基づく「県産材の利用促進に関する基本計画」

をそれぞれ改定し、これらの計画の実現に向けて各種施策に取り組んでいます。 

一方、国においては、2021(R3)年６月に閣議決定された新たな森林・林業基本計画に基づき、再造

林等により森林の適正な管理を図りながら、森林資源の持続的な利用を一層推進し、引き続き、林業・

木材産業の成長産業化に取り組むことにより、社会経済生活の向上とカーボンニュートラルに寄与す

る「グリーン成長」を実現していくこととしています。 

今後、従来からの取組みに加え、本格的な利用期を迎えた森林資源の循環利用の推進、県産材の安

定供給体制の整備、木材利用の促進、林業担い手の確保・定着、県民参加の森づくりの一層の推進、

近年、頻発する集中豪雨などによる山地災害や花粉発生源対策への対応など、喫緊の課題への取組み

が必要となっています。 

このように、近年の社会情勢や国の施策動向、新たな県民ニーズ等を踏まえ、林業及び木材産業の

持続的かつ健全な発展と、とやまの森を守り育て次世代に引き継ぐため、本県の森林・林業・木材産

業の目標や目指す姿とその実現のために必要となる施策を示す「富山県森林・林業振興計画」を新た

に策定しました。 

なお、本計画は、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の達成に

貢献するため、「富山県ＳＤＧｓ未来都市計画」との調和を図

るとともに、森林・林業・木材産業分野において、県民のウェ

ルビーイングの向上に資するため、「富山県ウェルビーイング

指標」との関係を整理しました。 

 

 

 

 

２ 計画の目標年次 

この計画の目標年次は、2031(R13)年度とします。 

なお、期間中に社会情勢や推進体制、関連する諸計画等の変化に対応するため、2026(R8)年度を目

途に見直すこととします。 

富山県ウェルビーイング指標 

1



第１章 森林・林業・木材産業の現状と課題 

１ 森林・林業・木材産業を取り巻く情勢の変化 

（１） 人口減少社会の到来 

  日本の人口は、2020(R2)年の国勢調査では１億2,623万人となり、2010(H22)年の１億2,806万人を

ピークに人口減少社会に突入しています。 

  本県の人口は、1998(H10)

年の 112 万人をピークに減

少に転じ、2024(R6)年には

100 万人を割り込むなど、あ

らゆる分野における労働力

不足が深刻化しています。林

業・木材産業分野においても

人材の確保・育成が喫緊の課

題となるとともに、森林や木

材に関わる「関係人口」の拡

大も求められています。 

 
 

 

（２） カーボンニュートラルの実現に寄与する森林・林業・木材産業の役割 

  2020(R2)年以降の温室効果ガス削減等に関する国際的な枠組みであるパリ協定が発効する中、気候

変動による影響が各方面で表れており、社会経済活動への影響を及ぼすとの危機意識が世界で高まっ

ています。これを受け、国では、2050 年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロとする「2050

年カーボンニュートラル」を表明しました。 

  また、富山県においても、2023(R5)３月に「富山県カーボンニュートラル戦略」を策定し、2050年

カーボンニュートラルの実現に

向け、2030(R12)年度までに実

施すべき取組みを定めました。 

  このため、適切な間伐の実施

等の取組みに加え、人工林にお

いて「伐って、使って、植えて、

育てる」循環利用の確立を図り、

炭素を貯蔵する木材の利用を

拡大しつつ、再造林等により成

長の旺盛な若い森林を着実に

造成していくことが必要とな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

富山県の人口の推移 

循環利用とカーボンニュートラルの実現 

資料：富山県統計調査課調べ 

出典：林野庁「令和４年度森林・林業白書」

富山県のカーボンニュートラルの 

推進に向けた共通ロゴマーク 
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第１章 森林・林業・木材産業の現状と課題 

１ 森林・林業・木材産業を取り巻く情勢の変化 

（１） 人口減少社会の到来 

  日本の人口は、2020(R2)年の国勢調査では１億2,623万人となり、2010(H22)年の１億2,806万人を

ピークに人口減少社会に突入しています。 

  本県の人口は、1998(H10)

年の 112 万人をピークに減

少に転じ、2024(R6)年には

100 万人を割り込むなど、あ

らゆる分野における労働力

不足が深刻化しています。林

業・木材産業分野においても

人材の確保・育成が喫緊の課

題となるとともに、森林や木

材に関わる「関係人口」の拡

大も求められています。 

 
 

 

（２） カーボンニュートラルの実現に寄与する森林・林業・木材産業の役割 

  2020(R2)年以降の温室効果ガス削減等に関する国際的な枠組みであるパリ協定が発効する中、気候

変動による影響が各方面で表れており、社会経済活動への影響を及ぼすとの危機意識が世界で高まっ

ています。これを受け、国では、2050 年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロとする「2050

年カーボンニュートラル」を表明しました。 

  また、富山県においても、2023(R5)３月に「富山県カーボンニュートラル戦略」を策定し、2050年

カーボンニュートラルの実現に

向け、2030(R12)年度までに実

施すべき取組みを定めました。 

  このため、適切な間伐の実施

等の取組みに加え、人工林にお

いて「伐って、使って、植えて、

育てる」循環利用の確立を図り、

炭素を貯蔵する木材の利用を

拡大しつつ、再造林等により成

長の旺盛な若い森林を着実に

造成していくことが必要とな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

富山県の人口の推移 

循環利用とカーボンニュートラルの実現 

資料：富山県統計調査課調べ 

出典：林野庁「令和４年度森林・林業白書」

富山県のカーボンニュートラルの 

推進に向けた共通ロゴマーク 
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（３） 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）への貢献 

  気候変動、自然災害といった課題が、経済成長や社会問題にも波及している中で、持続可能な開発

目標（ＳＤＧｓ）への関心が社会全体で高まっています。森林は、ＳＤＧｓの目標 15 の中に「持続

可能な森林の経営」と掲げられているほか、様々な目標に関連し、その取組みが広がっています。 

  2019(R 元)年７月には、本県がＳＤＧｓ未来都市に選定され、ＳＤＧｓの達成に向けた主な取組み

をまとめた「富山県第2期SDGs未来都市計画（2022～2024）」を2022(R4)年３月に策定しています。 

森林・林業・木材産業とＳＤＧｓの関係 

 
出典：林野庁「令和元年度森林・林業白書」（我が国の森林の循環利用とSDGs との関係）を加工して作成  

 

（４） 法律の制定等の新たな動き 

  2019 (H31)年４月に「森林経営管理法」が施行され、林業経営に適した森林の経営管理を林業経営

者に集積・集約化するとともに、林業経営に適さない森林については市町村が自ら経営管理を行うこ

ととされました。また、2019 (H31)年３月には、「森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律」が

成立し、森林整備等の新たな財源として、同年９月より全ての市町村と都道府県に対する森林環境譲

与税の譲与が始まりました。 

  2020 (R2)年５月には、森林組合が経営基盤の強化を図り、個々の組合の得意分野を伸ばして経営の

効率化を図ることができるよう、「森林組合法の一部を改正する法律」が成立し、組合間の多様な連

携手法の導入、事業の執行体制の強化などが措置されました。 

  2010 (H22)年制定の「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」は、「脱炭素社会の

実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促進に関する法律」（以下「改正木材利用促

進法」という。）として2021 (R3)年10月に改正され、民間建築物を含む建築物一般での木材利用を

促進するため、「建築物木材利用促進協定制度」の創設や「木材利用促進月間」(10月)の制定などが

措置されました。 

森林環境教育 健康増進

雇用創出
人にやさしい
職場づくり

持続可能な
産業

地方創生
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の利用

“林業女子” 雇用創出
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の流通

木材の
生産・加工
・流通

水源涵養 炭素貯蔵国土保全 生物多様性“森は海の恋人”

食料の持続
可能な生産

きのこ・
ジビエ等
の利用

雇用創出
林福連携
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（５） デジタル技術の発展 

  林業が営まれている山村地域では、過疎化や高齢化が急速に進行し、所有者が不明な森林の増加や

林業労働力の不足といった問題が顕在化しています。 

  林野庁では、2019(R元)年12月に林業イノベーション現場実装推進プログラムを策定し、林業・木

材産業の成長産業化に向けた、高精度な資源情報を活用した森林管理、ＡＩを組み込んだ自動化機械

の開発、情報通信技術（ＩＣＴ）による木材の生産管理等によるスマート林業等の「林業イノベーシ

ョン」を推進することとしています。 

  この林業イノベーションの取組みを通じ、将来的には、スマート林業等の導入による林業収益性の

飛躍的な向上や、自動化機械により伐採等の危険な作業による労働災害を根絶することで、厳しい地

形条件下での人力作業等に起因する「きつい・危険・高コスト」の３Ｋ林業のイメージを払拭し、林

業を若者や女性にとっても魅力ある産業とすることを目指しています。 

 

  

 

 

 

 

 

スマートフォンによる丸太の自動計測 ３Ｄスキャナーによる森林資源情報の計測 

 

（６） 多発・激甚化する自然災害 

  近年の気候変動の影響で雨の降り方が変わり、大雨の激化・頻発化が進み、山地災害の１箇所当た

りの規模は全国的に増大傾向にあります。被害の発生形態についても、線状降水帯の発生等による山

地災害の同時多発化、表層よりもやや深い層からの崩壊の発生、洪水流量の増加による流木災害の激

甚化などの変化がみられています。 

  県民生活を守るためにも、森林の国土保全機能の更なる高度発揮に資する取組みを強化するととも

に、激甚化する山地災害に対して地域の安全・安心を確保していく防災・減災対策を推進するなど、

森林・林業施策全体で災害に強い地域づくりを進めることが重要となっています。 

 

豪雨による地すべり被害（R5年7月小矢部市道坪野） 増水による林道の路体流出（ R5年6月立山町茨谷線） 
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（７） 花粉発生源対策の推進 

  花粉症の有病率は国民の４割超にのぼるとの調査データ（2019(R 元)年時点）もあるなど、花粉症

は多くの人々を悩ませる社会問題となっています。この問題に対処するため、2023(R5)年４月に「花

粉症に関する関係閣僚会議」が設置され、10年後に向けた「花粉症対策の全体像」がとりまとめられ

ました。 

  最優先課題に花粉発生源対策があげられ、10年後の2033(R15)年度までにスギ人工林を２割減少さ

せる目標を掲げ、伐採・植替えを加速化する方針等が打ち出されました。この方針を進めるためには、

優良無花粉スギ「立山 森の輝き」などの花粉症対策苗木の生産を拡大するとともに、森林資源の持

続的な循環利用の確立を図ることが重要とされています。 

 

  

 

 

 

 

 

大量に飛散するスギ花粉 本県で開発した優良無花粉スギ「立山 森の輝き」 

 

（８） 令和６年能登半島地震の発生 

  令和６年１月、能登半島を震源とする最大震度７の大きな地震が発生し、県内においても観測開始以降

初めてとなる震度５強を記録しました。県内の森林・林業関係における被害状況は、地すべりや土砂

流出、林道施設では路肩欠損や舗装破損、林業施設では工場内の液状化やキノコ菌床の落下等が報告

されています。 

  被災した森林や林業施設等を早期に復旧するとともに、県土の強靱化、林業の生産性向上に取り組

み、災害に強く持続可能な森づくりを推進する必要があります。 

地震による地すべり被害（富山市） 木材加工施設内の舗装破損（氷見市） 
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２ 富山県の森林・林業・木材産業の現状と課題

（１）森林

現 状 

○ 県土の３分の２にあたる285千haが森林で、うち63％の180千haが民有林となっています。 

○ 民有林面積の28％（51千ha）がスギを主体とした人工林で、人工林率は全国平均の46％と比べて

低くなっています。 

○ 現在、県内の人工林は、建築用材に適した 41年生（９齢級）以上の林分が面積では 84％、蓄積で

は89％を占め利用期を迎えています。 

○ 蓄積量は人工林を中心に毎年38万㎥（うち人工林30万㎥）ずつ増加しています。 

県内の森林の現況 

県内の人工林の現況 

民有林人工林齢級別面積及び蓄積 民有林森林蓄積の推移 

資料：富山県森林政策課調べ 2023(R5)年３月31日現在 

課 題 

 「伐って、使って、植えて、育てる」といった森林資源の循環利用を確立させながら、森林資源の

充実と公益的機能の発揮を図り、健全な森林整備の推進と持続的な林業経営に向けた施策を推進す

ることにより、豊かな森を守り育て、未来に引き継いでいく必要があります。 
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（２）林業

現 状 

○ 本県の林業は、長期にわたり木材価格の下落等の厳しい状況が続いてきましたが、近年は県産材の

生産量の増加、木材自給率の上昇など、その活力を回復させつつあり、木材生産の産出額は、木質

バイオマス発電等による新たな木材需要により増加傾向で推移しています。 

○ 素材生産量は、人工林資源が充実してきたことや、林内路網の整備や高性能林業機械の導入を進め

搬出間伐に積極的に取り組んできたことから増加傾向で推移してきましたが、2023(R5)年度は、梅

雨期の豪雨災害や能登半島地震の影響等により、対前年比11％減の10万５千㎥となりました。 

○ 富山県森林組合連合会が実施している木材共販における県産スギ１㎥あたりの素材価格は、

1980(S55)年をピークに下落傾向にありましたが、近年はほぼ横ばいで推移しています。 

木材生産の産出額の推移 素材生産量の推移

資料：農林水産省調べ    資料：農林水産省及び富山県森林政策課調べ

4m　14～18cm

木材価格の推移（富山県森林組合連合会共販） 

資料：富山県森林組合連合会調べ 

課 題 

 今後も木材価格の大幅な上昇は見込めないことから、低コストで効率的な木材生産を推進し、県産

材の安定供給体制の整備と住宅分野をはじめ非住宅・中高層建築物、木質バイオマスなど幅広い分

野での県産材の需要拡大を推進する必要があります。 

 森林資源の循環利用を図るため、主伐や再造林を推進していく必要があります。 

 再造林の際に使用する苗木については、生産者の減少や高齢化が進んでいるため、新たな生産者を

育成し、増大する再造林に備えた生産体制の整備が必要となっています。 
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（３）木材産業

現 状 

○ かつて本県は、我が国有数の北洋材の集積地であり、全国に製材品を出荷する重要な地場産業とな

っていましたが、木材需要の減少と2007(H19)年以降のロシア政府の輸出関税の引き上げによって、

丸太の輸入量が激減しました。こうした中、北洋材を取り扱う製材工場は減少しましたが、一部で

は、県産材を含めた国産材への原料転換が進んでいます。 

○ 製材用材（Ａ材）は、主に建築用として大半が県内の製材工場に、また、合板用材（Ｂ材）は、ほ

ぼ全量が石川県七尾市の合板工場に持ち込まれています。 

チップ用材（Ｃ、Ｄ材）は、製紙用として県内のチップ工場に持ち込まれるほか、未利用間伐材を

主な燃料とした木質バイオマス発電所が、2015(H27)年５月から射水市内で稼働しており、安定的

な需要先が確保されたことから、利用量が増加しています。 

県内の木材（素材）需要量の推移 

資料：富山県森林政策課調べ 

素材の用途別利用量の推移 

資料：農林水産省及び富山県森林政策課調べ   

課 題 

 木材需要の多くを占める住宅の着工戸数は、人口減少等により減少傾向にありますが、住宅需要者に

対し県産材利用への理解を醸成するとともに、県産材を取り扱う工務店等をさらに増やし、今後、増加

が見込まれるリフォームの際に、県産材の積極的な利用を促進する必要があります。 

 非住宅分野では、改正木材利用促進法の趣旨に沿って、民間建築物における木材の利用を促進すると

ともに、ＣＬＴや木質耐火部材など新たな製品を普及し、県産材の需要を開拓する必要があります。

 県産材を取り扱う製材業者の多くは小規模で在庫を多く持たず、公共建築物などの大量注文に対し、

短期間での納材が難しい状況にあり、需要者のニーズに応じた製材品の供給能力を一層高める必要が

あります。 
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（４）林業担い手

現 状 

○ 林業就業者数は、1980(S55)年度以降の著しい減少に一定の歯止めがかかり、過去５年間ではほぼ横

ばい傾向にあり、2023(R5)年度は森林組合143名、民間事業体287名の計430名となっています。 

○ 1995(H7)年４月に開校した「富山県林業カレッジ」では、第１期計画(H7～H14)として高性能林業機

械オペレーターを32名、第２期計画(H15～H19)では森林の保全に配慮しつつ、木材生産の促進を図

る「森林管理技術者」を24名、第３期計画(H20～H28)では計画立案から施業実施を円滑かつ効率的

に行い、木材の低コスト生産を担う「森づくりプロデューサー」を 37名、第４期計画(H29～R3)で

は主伐・再造林・保育を見据えた森林経営を実践できる現場管理者を５名養成してきました。 

○ 現在の第５期計画(R4～R8)では、これまで実施してきた多岐にわたる研修カリキュラムに、森林ク

ラウドや路網支援ソフト、施工管理ソフト等の「スマート林業」にかかる技術を組み入れ、各種計

画の作成・実行・評価や施工管理の場面で有効となるスマート林業技術を習得した人材を養成する

こととしています。 

林業就業者数等の推移 作業班員年齢構成(R5年度)

林業への新規就業者の定着状況 

就業年 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 計

新規就業者 47人 37人 26人 22人 20人 22人 29人 18人 36人 39人 296人

３年後就業者 20人 25人 22人 11人 16人 13人 12人 10人 24人 21人 174人

３年後定着率 43% 68% 85% 50% 80% 59% 41% 56% 67% 54% 59%

    資料：富山県森林政策課調べ   

課 題 

 人口減少社会の到来や担い手の高齢化等が見込まれる中、新規就業者を継続的に確保するとともに定

着させる必要があります。 

 「伐って、使って、植えて、育てる」森林資源の循環利用を確立するためには、素材生産を担う人材

に加え、減少している造林・保育を担う人材を確保・育成する必要があります。 
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（５）県民参加の森づくり

現 状 

○ 県では、県民全体でとやまの森を守り育てるため、「富山県森づくり条例（2006(H18).6）」を制定

し、この条例に基づき「水と緑の森づくり税」(2007(H19).4～)を導入するとともに、森づくりの基

本計画である「富山県森づくりプラン（H29-R8）」に沿って、里山林や混交林の整備による「多様

な森づくり」、森林ボランティアの活動支援や森林環境教育などによる「とやまの森を支える人づ

くり」などを進めています。 

○ 2012(H24)年度からは、全国に先駆け、本県で開発した優良無花粉スギ「立山 森の輝き」の普及を

図るため、人工林の伐採跡地での植栽を進めるとともに、苗木の生産体制の整備を行っています。 

○ 2023(R5)年度までの17年間で、里山林整備4,061haや混交林整備1,655ha、無花粉スギの植栽218ha

などの多様な森づくりを実施するとともに、これまで延べ17万人を超える県民の方々に森づくりに

参加いただいています。 

里山林及び混交林の整備面積の推移 

県民参加による森づくりの年間参加延べ人数の推移 

資料：富山県森林政策課調べ  

課 題 

 クマなどの野生動物の市街地等への出没増加や、新型コロナウイルスの感染拡大による県民の森づく

り参加人数の減少等を踏まえ、2021(R3)年に改定した「富山県森づくりプラン」に基づき、県民参加

による多様な森づくりを着実に進めていく必要があります。 
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（６）県土の保全

現 状 

○ 本県は、地形が急峻で多雨多雪地帯であることから公益上重要な森林が多く、県内の森林の 69％、

197千haが保安林に指定されており、保安林率は全国１位となっています。 

森林に占める保安林の割合 保安林の種類別内訳 

資料：富山県森林政策課調べ 2023(R5)年３月31日現在

H20 H22 H24 H26 H28 H30 R1 R2 R3 R5R4

2,314 2,318

山地災害危険地区等の箇所数と着手率の推移 

資料：富山県森林政策課調べ 

課 題 

 近年、全国各地で集中豪雨など気候変動により山地災害が激甚化するとともに、その発生形態が変

化していることから、森林の公益的機能の確保とあわせて、山腹崩壊や土石流、なだれといった山

地災害、海岸地域における自然災害への対応と未然防止のため、治山事業を計画的に実施する必要

があります。 

 令和６年能登半島地震による山地災害等の復旧・復興、次の大規模災害に備えた防災対策の強化が

求められています。 

国有林(保安林外)
1千ha
1%未満

国有保安林
104千ha
37%

保安林
197千ha
69%

保安林外
88千ha
31%

総森林面積
285千ha

保安林面積

197千ha

土砂流出防備
112千ha
57%

水源かん養
82千ha
41%

なだれ防止
2千ha
1%

その他
1千ha
1%未満

民有保安林
93千ha
32%

民有林(保安林外)
87千ha
31%

箇所数（箇所）

着手率（％）

2,000

2,500

3,000

2,392 2,397 2,398
2,422 2,422 2,423 2,426 2,4462,431

55.7

56.4

58.1

（箇所） （％）

58.4 58.6

59.4 59.4 59.4
59.6 59.959.7

50

55

60

11

第
１
章　

現
状
と
課
題



 
 

第２章 森林・林業・木材産業の目指す姿 

１ 基本目標 

 

 

  本計画では、本県の豊かな森を守り育て、森林の持つ多

面的機能を持続的に発揮するとともに、主伐を中心とした

森林資源の循環利用を加速化することにより、林業・木材

産業の成長産業化を一層推進し、カーボンニュートラルや

花粉症対策への貢献と豊かな森に育まれる県民のウェル

ビーイング向上を目指します。 

 

 

２ 将来の目指す姿 

  目標年次の2031(R13)年における森林・林業・木材産業の目指す姿を次のとおりとします。 

森森林林の目指す姿 

 県民参加による里山林整備や針葉樹と広葉樹による混交林化など多様な森づくりが行われるとと

もに、激化する自然災害に対応し事前防災・減災につながる治山施設の設置や森林の整備など災

害に強い森づくりが進んでいること。 

 幼少期からの森林環境教育や森林ボランティア活動、アウトドアスポーツなど多様な森林空間の

利活用を推進することで、森林や林業に継続的かつ多様に関わる「関係人口」の拡大が図られて

いること。 

林林業業の目指す姿 

 ＩＣＴ等を活用したスマート林業の導入により、生産性や安全性が飛躍的に向上し、労働環境も

大きく改善することで、合理的で低コストな林業経営が行われ、林業の収益性や森林所有者の所

得が向上するなど、持続可能な林業が確立していること。 

 スギ林等の主伐が県内各地で盛んに行われ、県産材の生産量が増大するとともに、林業適地では

伐採後に優良無花粉スギ「立山 森の輝き」が植栽されるなど、確実かつ適正に森林の更新が図ら

れ、花粉の少ない森林への転換が進んでいること。 

木木材材産産業業の目指す姿 

 主伐により供給量の増加が見込まれるスギ大径材も活用しながら、ＪＡＳなど品質・性能の確か

な県産材製品等が安定的に供給されているとともに、とやま県産材需給情報センターによる需給

マッチングの円滑化により需要に応じた製材品が適時適切に供給されていること。 

 新築住宅や公共建築物の木造化や内装等の木質化をはじめ、店舗やオフィスなど民間の非住宅施

設やリフォーム需要での木材利用、エネルギーやマテリアルなど木質バイオマスとしての利用な

ど、幅広い分野で県産材の利用が広がり、県民生活への木材・木製品の定着が進んでいること。 

 

 現 況 

2023(R5)年度 

中間年次 

2026(R8)年度 

目標年次 

2031(R13)年度 

県産材の生産量（年間） 10万５千m3 14万５千m3 16万m3 

林業の担い手数（年間） 430人 430人 430人 

主伐による森林循環の加速化と持続可能な森づくり 

出典：林野庁「令和元年度森林
・林業白書」を加工して作成
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３ 基本目標の実現のための基本施策 

 Ⅰ 主伐の推進と林業の経営力強化 
   充実した森林資源を背景に、間伐から主伐へ森林施業をシフトするとともに、その基盤となる林

業の経営力を強化するため、林業生産性の向上や林業事業体の育成、県産材の安定供給体制の整備、

新たな技術開発などに取り組み、持続可能な森づくりを一層加速化します。 

 Ⅱ 豊かな森林を未来につなぐ人材の育成 
   とやまの豊かな森を守り育て次世代に引き継ぐため、来る主伐時代にも対応した林業の担い手を

確保・育成するとともに、森林ボランティア活動や木育など森林や木材に関わる関係人口の拡大に

取り組みます。 

 Ⅲ 県土の強靱化と県民参加の森づくり 
   県民の生活と産業を支え、災害から私たちの暮らしを守る、森林の有する公益的機能の維持・強

化を図るため、里山林整備など県民参加による多様な森づくりや災害に強い森づくりを進めます。 

 

施策の体系 

 

13

第
２
章　

目
指
す
姿

基本
目標

主伐による森林循環の加速化と持続可能な森づくり

将来の
姿(R13)

素材生産量160千m3 林業の担い手数430人

基本施策と推進施策

(1)森林施業の集約化の推進
(2)人工林の主伐加速化と森林整備の推進
(3)無花粉スギの苗木生産体制の整備
(4)森林経営の確立に向けた生産基盤の整備
(5)スマート林業による生産性の向上
(6)広葉樹資源の有効活用

(1)林業事業体の育成と経営基盤の強化
(2)農林水産公社営林の経営改善と適正な管理
(3)県営林の適正な管理
(4)特用林産物の振興

(1)品質・性能の確保と流通の円滑化
(2)建築分野における木材利用の促進
(3)木質バイオマス等の利用促進

(1)資源の循環利用と林業成長産業化の技術開発
(2)県産材等の需要拡大を図る技術開発
(3)持続可能な林業経営に向けた林業普及指導

(1)保安林の適正な管理と林地の保全
(2)県民の生命・財産を守る治山事業等の推進
(3)森林病虫獣害対策の推進

(1)里山林の整備
(2)混交林の整備
(3)森林ボランティア等による森づくり活動への支援

Ⅱ 豊かな森林を未来につなぐ人材の育成

(1)林業担い手センター等による担い手の確保・定着
(2)富山県林業カレッジ等による担い手の育成
(3)木造建築設計者等の確保・育成

(1)森づくりを支える県民意識の醸成
(2)木育等の推進による県産材利用への理解増進

Ⅰ 主伐の推進と林業の経営力強化

Ⅲ 県土の強靱化と県民参加の森づくり

森林 県民参加の多様な森づくりや防災・減災等の災害に強い森づくりが進
み、森林や林業に関わる関係人口が拡大

林業 スマート林業などにより生産性や安全性が向上し持続可能な林業が確
立され、県内各地で主伐・再造林が進む

木材
産業

ＪＡＳなど品質・性能の確かな木製品が円滑に供給され、幅広い分野で
県民生活への木材・木製品の定着が進む



 

４ 目標指標 
  目標に対する進捗状況を具体的にイメージできるよう、目標年次の2031(R13)年度と中間目標とし

て2026(R8)年度における指標を設定します。 

 

 

○目標指標一覧 

基本 

施策 
指標名 

現 状 

令和５年度 

中間目標 

令和８年度 

目 標 

令和13年度

県産材素材生産量（年間） 10万５千m3 14万５千m3 16万m3

人工林における集積・集約化の目標面積※

に対する割合（年間） ※人工林の半数 
73％ 76％ 81％

主伐面積[人工林]（年間） 85ha 100ha 130ha

間伐実施面積（累計） 41,699ha 45,200ha 49,800ha

優良無花粉スギ「立山 森の輝き」苗木生

産本数（年間） 
８万５千本 20万本 

20万本以上※

※需要状況によ
り増産 

路網整備延長（累計） 4,424km 4,880km 5,310km

主伐の生産性（年間） 
6.3m3/人日

(R4)  
6.6m3/人日 8.5m3/人日

非皆伐長伐期施業による搬出材積［公社］

（年間） 
1,390m3 7,000m3 21,000m3

公共建築物等における県産材利用施設数

（累計） 
426棟 544棟 694棟

富山県ウッド・チェンジ協議会会員数 

（累計） 
18社 60社 100社

林業就業者数（年間） 430人 430人 430人

山地災害危険地区着手数（累計） 1,466箇所 1,472箇所 1,497箇所

治山・林道施設のうち長寿命化対策が必

要な施設の割合（年間） 
20.4％ 20％未満 20％未満

里山林の整備面積（累計） 4,061ha 4,800ha ―

混交林の整備面積（累計） 1,655ha 1,800ha ―

県民参加による森づくりの参加延べ人数

（年間） 
10,461人 13,000人 ―
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５ 基本施策とウェルビーイングとの関係

2022(R4)年９月に実施した「ウェルビーイング県民意識調査」の結果によると、「富山県で暮らし

ていて、「幸せ」を感じるのは、どういうこと（時）ですか」という自由記述の設問において、自然

が豊か、美しいなど「自然」に関する回答が多くありました。 

そこで、今回の基本施策がウェルビーイングとどのように関わるのか、2023(R5)年１月に公表した

「富山県ウェルビーイング指標」を用いて整理しました。 

富山県ウェルビーイング指標 

分野別指標 つながり指標 

経済的な 
ゆとり実感 

安心・心の 
余裕実感 

自分時間の 
充実実感 

生きがい・ 
希望実感 

地域との 
つながり 

富山県との 
つながり 

つながり

つながり

つながり
富山県

経済的な
ゆとり

安心・
心の余裕

安心・
心の余裕

安心・
心の余裕

生きがい・
希望

生きがい・
希望

自分時間
の充実

15

第
２
章　

目
指
す
姿



16

第３章 基本目標の実現に向けた推進施策 

基本施策Ⅰ 主伐の加速化と林業の経営力強化 

１ 素材生産力の強化 

（１）森林施業の集約化の推進 

【施策目標】（施策の目指すべき成果） 

 県産材の安定供給を行う上で必要となる、施業の集約化が図られていること。 

 森林経営計画や森林経営管理制度に基づき、森林が適切に管理されていること。 

 

【現 状】 

 森林整備を担う林業事業体等が、効率的な森林施業や安定的な経営を行うため、面的なまとまりを

もたせることが条件となっている森林経営計画をたてて施業の集約化を進めています。 

 森林所有者の世代交代や地域に居住しない不在村者の増加により、森林への関心が薄れてきている

ことなどから、森林所有者や森林境界が不明になってきており、林地の地籍調査の進捗率も低いこ

とから、施業の集約化の支障となっています。 

 市町村では、適切な経営管理が行われていない森林の整備を進めるため、森林環境譲与税を活用し、

森林経営管理制度などによる意向調査や所有者の確認などが行われています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

森林経営管理制度の概要

整備後 整備前 

市町村が森林経営管理制度に基づき間伐した森林 
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【課 題】 

 施業の集約化をさらに進めるため、現地調査や測量を省力化・効率化する必要があります。 

 森林経営管理制度が円滑に実施されるよう、県は森林経営管理法に基づき市町村を支援する必要が

あります。 

 森林経営管理制度において、市町村から委託を受けて林業経営に適した森林の経営管理を行うこと

ができる、意欲と能力のある林業経営者を育成する必要があります。 

 将来の労働人口の減少を見据えて、デジタル化・高精度化が進んでいる森林情報を活用し、効率的

に集約化や計画策定を進められる人材を育成する必要があります。 

 

【取組内容】 

①施業の集約化の促進                

 林業事業体等の持続的・効率的な経営を促進するため、整備計画区域を面的にまとめて具体的な経

営方針を示す森林経営計画の策定を推進します。 

 航空レーザ測量成果を解析して整備した微地形図や林相図等の高精度な森林資源情報は、集約化や

森林境界明確化のための現地調査や測量の省力化・効率化に繋がるため、地籍調査とも連携し、調

査実施を支援します。 

 県や市町村、林業事業体との間で、森林クラウドシステム上で情報を共有し、効率的な集約化を推

進します。 

 富山県森林経営管理総合支援センターにより、市町村が森林環境譲与税を活用し、森林経営管理制

度などに基づき行う、所有者の確認や森林の整備などを支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②森林情報の活用の推進とオープン化               

 林業事業体において、森林クラウドシステム上の高精度な森林資源情報を集約化や施業コスト低減

に活かせる人材を育成し、森林整備や路網・架線の計画作成・検討等に利用します。 

 森林資源情報のオープンデータ化を進め、企業や研究機関、個人の森林への関心を高めるとともに、

データを活用した研究やサービスの発展を後押しします。 
  

【目標指標】 

指標名 
現 状 目  標 

2023(R5)年度 2026(R8)年度 2031(R13)年度 

人工林における集積・集約化の目標

面積に対する割合※（年間） 
73％ 76％ 81％ 

※人工林の半数を目標面積とし、うち森林経営計画や森林経営管理制度により計画が策定されている面積の割合 

航空レーザ測量成果等の森林境界明確化や地籍調査への活用 

座談会等で森林所有者へ提案・同意取得

現地調査・測量の省力化

境界案・筆界案等の作成

現地立会の負担軽減 
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１ 素材生産力の強化 

（２）人工林の主伐加速化と森林整備の推進 

【施策目標】（施策の目指すべき成果） 

利用期を迎えた人工林の主伐を加速化するとともに、計画的に間伐等の森林整備を実施することによ

り、県産材が安定的に供給され、森林資源の循環利用が図られていること。 

【現 状】 

 本県の民有林約18万haのうち、人工林は、約５万１千ha、樹種はスギが93％を占めています。 

 県内の人工林は、建築用材に適した 41 年生（９齢級）以上の森林が面積では約 84％、蓄積では約

89％を占めており、本格的な利用期を迎えています。 

 国では、2023(R5)年５月にとりまとめた「花粉症対策の全体像」に基づき、2033(R15)年度までに花

粉の発生源となるスギ人工林を約２割削減させることを目標として、スギ人工林の伐採・植替え等

の加速化を推進しています。 

 間伐材の利用促進に向け基盤整備となる、搬出間伐のための路網整備を推進しています。 

 市町村では、森林環境譲与税を活用し、間伐等の森林整備に取り組んでいます。 

 国土の保全や水源かん養等森林の多面的機能を発揮させるため実施している間伐は、人工林の齢級

構成上昇により減少しています。 

 県営林の計画的な売払いや木質バイオマス利用施設の増加、人工林伐採で発生する低質材の搬出支

援等により、素材生産量が増加しています。 

 主伐から再造林までの作業は、伐倒、地拵え、植付けを別々に実施しています。 

 主伐や間伐は、車両系の作業システムに適した緩傾斜地～中傾斜地を中心に行われています。 

【課 題】 

 森林の多面的機能を発揮させるため、間伐等の森林整備を継続する必要があります。 

 花粉発生源対策などにより人工林の伐採面積が増えることから、森林資源の循環利用を図りながら

県産材の安定供給を進めるためには、計画的な主伐・再造林を推進する必要があります。 

 緩傾斜地や中傾斜地での主伐・間伐は行われていますが、急傾斜地が多い本県での作業システムを

検討する必要があります。 

人工林間伐面積（単年度及び面積累計） 

資料：富山県森林政策課調べ 
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【取組内容】 

①間伐等森林整備の継続

 間伐など保育が必要な森林については、引き続き集約化施業による森林整備を促進し、森林経営計

画の策定を推進します。 

 路網整備や高性能林業機械の導入など車両系の作業システムによる伐採・造材・集材を引き続き支

援します。 

 引き続き、林地残材や低質材の搬出を支援し、バイオマス利用施設等での有効活用を促進します。 

 利用期を迎えた森林資源を有効に活用しながら、森林の有する土砂災害防止機能の維持・向上を図

るため、主伐後の確実な植栽及び保育等を推進します。 

 富山県森林経営管理総合支援センターでは、市町村が森林環境譲与税を活用し、森林経営管理制度

などに基づいて実施する間伐等の森林整備を支援します。 

②計画的な主伐の加速化と適切な再造林  

 人工林の主伐跡地のうち、林地生産力が比較的高く、傾斜が緩やかな場所については、再造林によ

り木材生産機能の発揮が期待される人工林として維持し、資源の充実を図ります。 

 花粉発生源となっているスギ人工林を伐採し、伐採跡地に優良無花粉スギ「立山 森の輝き」や広葉

樹を植栽する花粉発生源対策の取組みを支援します。 

 ＩＣＴを活用した情報の整備などにより、小規模に分散している主伐可能な森林をとりまとめ、今

まで以上に効率的な出材となる取組みを推進します。 

 伐倒、地拵え、植付けを一連の作業とする「伐採と造林の一貫作業システム」や、植栽本数を減ら

す「低密度植栽」などの取組みにより、再造林の低コスト化を図ります。 

 「伐採と造林の一貫作業システム」については、伐採と造林の事業者が異なる場合が想定されるこ

とから、協議会の設置など両者が連携して一貫作業を行うための取組みを推進します。 

 車両系作業システムによる主伐等が困難な急傾斜地においては、架線を活用した新たな作業システ

ムの実証や作業員の育成を支援します。

【目標指標】 

指標名 
標目状現

2023(R5)年度 2026(R8)年度 2031(R13)年度 

主伐面積[人工林]（年間） 85ha 100ha 130ha 

間伐実施面積（累計） 41,699ha 45,200ha 49,800ha 

計画的に主伐された森林 

高性能林業機械による間伐

「立山 森の輝き」の植栽状況 

路網整備により搬出された間伐材
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１ 素材生産力の強化 

（３）無花粉スギの苗木生産体制の整備 

【施策目標】（施策の目指すべき成果） 

県が開発した優良無花粉スギ「立山 森の輝き」を用いた再造林による資源の循環利用と、コンテナ

苗を低コストでかつ安定的で大量に生産できる技術・体制が整備されていること。 

【現 状】 

「立山　森の輝き」苗木の生産計画

 国が令和2023(R5)年５月にとりまとめた「花粉症対策の全体像」において、10年後には花粉の少な

いスギ苗木の生産割合を全体の９割以上に引き上げることを目指すとされ、これにより花粉の少な

いスギ苗木の必要数は5,000万本と現状の３倍程度も必要となります。 

 県では、森林資源の循環利用と花粉発生源対策の一環として、優良無花粉スギ「立山 森の輝き」

の生産や生産指導を行うとともに、この苗を使用した再造林や初期保育を支援しています。 

 「立山 森の輝き」については、平成 24年度から苗木（種から育てた苗）の出荷を開始しており、

2026(R8)年度には県と民間生産者による苗木の生産本数を20万本まで増加させ、2026(R8)年度まで

に500haの植栽を行うことにしています。 

 県では、民間生産者に対し､技術習得を目的とした集合研修の開催やコンテナ苗の生産資材の支援を

行っています。 

民間事業者による挿し木苗の試験栽培 「立山 森の輝き」の植栽状況 

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 ◦ ◦ ◦ ◦ ◦
0

50

100

150

200

250

県生産による
出荷開始
5千本

4万本

民間生産者による
コンテナ苗増産
10万本

挿し木苗による
増産体制整備
20万本

需要状況を
見ながら、
挿し木苗に
よる増産
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【課 題】 

 種から育てた苗木の生産は、発芽率や気象条件による影響を大きく受け、生産本数が不安定となり

やすく、また、無花粉の苗を選抜する手間や生育期間が長いなど、大量生産が困難となっています。 

 挿し木による苗木は、種から育てる苗木と比べ、生育期間が短く低コストで大量生産が可能となる

ことから、挿し木苗の生産・増産体制を構築する必要があります。 

 苗木の増産については、コンテナ苗の栽培技術の向上に加え、新たな生産者（技術者）の確保・育

成や生産体制の整備、生産現場に応じた適切な育苗技術の習得が必要です。 

 「立山 森の輝き」の苗木の生産計画に応じた、安定的な需要の確保や調整が必要です。 

【取組内容】 

①優良無花粉スギ「立山 森の輝き」採穂林の適正な管理

 挿し木による苗木生産を進めるため、採穂林（魚津採種園、砺波採穂園および森林研究所の３箇所

で約１万５千本）を適正に管理し、苗木生産者に対する挿し穂の安定的な供給体制を維持します。 

②優良無花粉スギ「立山 森の輝き」の民間生産者（技術者）の確保・育成  

 新たに苗木生産への参入を希望する事業者に対して、講習会や技術指導、生産に必要な施設導入に

対する支援を行い、新規生産者の確保・育成を図ります。 

 既にコンテナ苗生産に取り組んでいる民間生産者に対して、巡回指導による生産現場に応じた技術

支援や栽培指導を行うことで、生産技術の向上を図ります。 

③需給情報の収集と情報共有による適正な需給調整の実施

 国有林や水源林整備センタ－、森林組合等の県内需要者の植栽計画（時期・必要本数）を個別に把

握するとともに、苗木生産者毎の生育状況を詳細に把握することなどで、適正な需給調整を行い、

生育過剰などによる規格外苗の発生を防止します。 

 生産者が安心して苗木生産に取り組めるよう、県外の需要情報を収集することで、県外出荷へも積

極的に対応し、安定した需要の確保を図ります。 

【目標指標】 

指標名 
現 状 目  標 

2023(R5)年度 2026(R8)年度 2031(R13)年度 

優良無花粉スギ「立山 森の輝き」

苗木生産本数（年間） 
８万５千本 20万本 

20万本以上 
（需要状況により増産）

苗木生産者への技術指導（採穂林の剪定作業） 苗木生産への参入希望者に対する講習会の実施 
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１ 素材生産力の強化 

（４）森林経営の確立に向けた生産基盤の整備 

【施策目標】（施策の目指すべき成果） 

森林の整備・保全、木材の生産・流通を効果的かつ効率的に実施するため、高性能林業機械の開発の

進展や走行車両の大型化等も考慮しながら、林道、林業専用道及び森林作業道を適切に組み合わせた

路網整備と既設路網の質的向上が図られていること。 

【現 状】 

 県内の人工林は、木材として利用可能な９齢級以上の森林が、面積で約８割、蓄積で約９割を占める

ことから、「伐って、使って、植えて、育てる」森林資源の循環利用を進めており、林道をはじめと

する路網整備と主伐や間伐等の森林施業を一体的に実施しています。 

 森林の適切な管理と林業生産性の向上を図るため、林業の重要な生産基盤の一つである路網整備を

推進することが重要であり、路網の根幹となる林道をはじめ、林業専用道、森林作業道を、それぞ

れの役割等に応じて適切に組み合わせて整備を進めています。 

 林道は、2023(R5)年度末で 1,749km（軽車道を含む。）を開設しており、木材運搬のほか、山村地

域の生活道路や、山地災害等の復旧工事のための資材運搬路、森林レクリエーション施設へのアク

セス路、災害時に一般公道が不通となった際の代替路としても活用されるなど、多様な役割を果た

しています。 

 林業専用道及び森林作業道は、2023(R5)年度末で 2,805kmを開設しており、高性能林業機械による

森林施業や効率的な木材運搬に重要な役割を果たしています。 

 県及び市町は、管理する林道について、橋梁、トンネル等重要施設の「個別施設毎の長寿命化計画」

（以下、「個別施設計画」という。）を策定し、施設の維持管理に努めています。 

 令和５年６,７月の豪雨や令和６年１月１日の能登半島地震により、県内各地の林道や作業道に甚大

な被害が発生したことから、林道管理者である市町村と連携して、災害復旧に取り組んでいます。 

【課 題】 

 今後は、主伐による森林循環の加速化と持続可能な森づくりを目指すこととしていることや、花粉

発生源への対策が求められていることから、木材の大量輸送や主伐後の再造林を効率的に行うこと

ができるよう、林道、林業専用道、森林作業道を適切に組み合わせた路網整備と既設路網の改築・

改良を推進し、路網ネットワークの強化を図る必要があります。 

 林道については、幅員が広い高規格な道路であるため整備にコストがかかることから、森林資源の

状況等を踏まえ、路線ごとに優先的に整備する重点整備区間を設定し、事業効果の早期発現に努め

る必要があります。 

 建設現場におけるＩＣＴ施工の普及が進む中、林道等路網整備においては、立地条件等によりデジ

タル技術の導入が進んでいない状況にあることから、国や他県、他の建設分野での導入状況等につ

いて、情報収集を進める必要があります。 

 災害の激甚化等を踏まえ、排水施設の適切な配置などにより路網の強靱化を図るとともに、個別施

設計画に基づく林道施設の長寿命化を着実に進める必要があります。 

 令和５年豪雨災害や能登半島地震による災害は、近年にない甚大なものであったことから、その復

旧にあたっては、通常の路網整備と並行して、効率的・計画的に進める必要があります。また、次

の大規模災害に備え、林道管理者である市町村や災害復旧を担う建設業界等とのさらなる連携強化

を図るとともに、被害状況の調査・測量・設計におけるＩＣＴの活用等に努める必要があります。
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【取組内容】 

①森林の適切な管理と林業生産性の向上を可能とする路網整備の推進

 地形・地質、森林資源の状況等を踏まえた作業システムの導入のため、幹線となる林道、林道を補

完する林業専用道、林業機械が走行する森林作業道を適切に組み合わせて整備します。 

 林道の開設にあたっては、大径材を含む木材の大量輸送や、それに伴う走行車両の大型化に対応し

た線形や幅員とするとともに、木材を集積する土場等の林業作業用施設を適切に配置することとし、

路線ごとに優先度の高い重点整備区間を設定して、予算の重点投資により事業効果の早期発現を図

ります。また、既設林道の改築・改良にあたっては、走行車両の大型化等に対応できるよう、曲線

部の拡幅や排水施設の機能強化など質的向上を図ります。 

 林業専用道、森林作業道については、間伐施業地だけでなく、森林資源が充実した区域や花粉発生

源対策として伐採・植替えを行うスギ人工林伐採重点区域等において、重点的に整備を進めるとと

もに、簡易で壊れにくい構造とします。 

 路網整備の効率化、低コスト化を図る観点から、ＩＣＴ施工などデジタル技術の導入に向けた情報

収集を進めるとともに、デジタル技術の導入や災害等緊急時の連絡体制の確保に不可欠な情報通信

環境の整備への支援や技術の普及に努めます。 

②災害の激甚化等を踏まえた路網の強靱化・長寿命化の推進等  

 林道等路網の整備にあたっては、災害時の代替路としての活用や山地災害等の復旧工事のための資

材運搬路としての活用など地域防災の観点から、排水施設の適切な設置や河川沿いを避けた尾根寄

りの線形選択などにより、開設から維持管理までのトータルコストも視野に入れて、路網の強靱化・

長寿命化を推進します。 

 林道の役割が十分に発揮されるよう、個別施設計画に基づき橋梁やトンネル等の林道施設の点検を

進めるとともに、必要に応じて長寿命化対策工事を実施し、施設の維持管理予算の軽減と、施設の

長寿命化を図ります。特に、能登半島地震で多くの被害が発生した地域では、重点的に推進します。 

 令和５年豪雨災害や能登半島地震からの早期復旧に、市町村と連携して取り組みます。また、災害

発生時の関係機関との連携強化を図るとともに、ＩＣＴの活用等を推進します。 

【目標指標】 

指標名 
標目状現

2023(R5)年度 2026(R8)年度 2031(R13)年度 

路網整備延長（累計） 4,424km 4,880km 5,310km 

治山・林道施設のうち長寿命化対策が 
必要な施設の割合 20.4％ 20％未満 20％未満 

※路網整備延長のうち、林道は、軽車道を除く自動車道の延長のみを計上 

２車線化が完成した山のみち林道有峰線

スギ林内に完成した林業専用道

木材搬出に用いられる林道

林道から延びる森林作業道と
間伐後の林分 

林道沿いに集積された木材の積込み作業

木材生産に用いられた森林作業道と
搬出を待つ林道沿いに集積された間伐材



１ 素材生産力の強化 

（５）スマート林業による生産性の向上 

【施策目標】（施策の目指すべき成果） 

林業事業体等において、スマート林業技術などの活用により生産性の向上が図られていること。 

【現 状】 

 国では、ＩＣＴ等の新技術を活用した「林業イノベーション」を推進するため、2022(R4)年４月に

「林業イノベーション現場実装推進プログラム」のアップデート版を公表しています。 

 県では、航空レーザ計測による詳細な森林資源情報の整備や森林クラウドの導入等に取り組み、ス

マート林業を推進しています。 

 林業就業者数が減少傾向で推移するなか、県産材の生産量を増加させるため、県、市町村、関係団

体、コンサルタント、林業機械メーカー等で構成する富山県林業イノベーション推進協議会（以下

「協議会」という）を2022(R4)年４月に設立し、スマート林業技術等の実証事業を進めています。

 実証事業では、地上レーザ（バックパック型レーザスキャナー）やカラーマーキング機能等付きハ

ーベスタにより、森林調査や造材・仕分け作業などの効率化・省力化により、生産性の向上が確認

できました。 

【課 題】 

 近年、発展が目覚ましいＩＣＴやロボット技術、ＡＩ等の先端技術を活用したスマート林業機器によ

り、伐採、集材、運材、植栽、育林などの効率化、省力化を図る必要があります。 

 スマート林業機器の実装については、精度の検証や費用対効果の整理、製材業者等の関係者との合意

形成などが必要となり、また、スマート林業の基盤となる林内通信環境の速やかな整備が必要です。

 航空レーザ計測で整備した森林資源情報の更新や広葉樹の有効活用に向けた精度の高い広葉樹資源

情報の整備を行う必要があります。 

地上レーザ カラーマーキング機能等を備えたハーベスタ 

造材・仕分け作業の生産性が約２割向上 現地調査に要する時間が約６割削減 

丸太検知アプリ 

丸太の計測等に要する時間が約６割削減 

オーガ付き苗運搬機 

植栽作業に要する時間が約１割削減 
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 主伐・間伐による木材生産は路網を活用して行われていますが、路網整備が困難な急傾斜地等でも木

材生産ができる作業システムを検討する必要があります。 

 県産材の素材生産量を増加させるためには、林地残材や低質材を効率的に集材できる作業システムを

検討する必要があります。

【取組内容】 

これまでの実証事業で判明した課題への対応を進めるとともに、新たに以下の取組み等を実証事業

などにより行い、林業事業体での実装を目指します。

①ＩＣＴ等を活用したスマート林業の推進 

 スマート林業の基盤となる、林内の通信環境の整備を推進します。 

 適確な伐採計画の作成等に向け、機動性の高いドローンを活用した 

森林資源情報の整備などを推進します。 

 生産管理や運材における効率化を図るため、ＩＣＴ等を活用した素 

材生産量の把握や配車システムの導入など、木材流通の見える化を推 

進します。 

②先端技術等を活用した新たな作業システムの推進  

 伐採、集材、植栽、育林などの各段階において効率化を図るため、先

端技術を活用した作業の自動化、遠隔化などの取組みを推進します。

 急傾斜地などにおける木材生産や林地残材等を効率的に集材するため、

タワーヤーダや架線式グラップルなど、架線を活用した新たな作業シ

ステムの実証や担い手の育成を推進します。 

【目標指標】 

指標名 
標目状現

2022(R4)年度 2026(R8)年度 2031(R13)年度 

主伐の生産性（年間） 6.3㎥/人日 6.6㎥/人日 8.5㎥/人日 

ドローンによる苗木運搬 

タワーヤーダによる集材 

ドローンを活用した森林資源情報の整備 

低軌道の人工衛星を活用した 
林内での通信網の構築 
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１ 素材生産力の強化 

（６）広葉樹資源の有効活用 

【施策目標】（施策の目指すべき成果） 

県内の豊富な広葉樹林について、材の安定供給と適正な更新が行われるとともに、新たな用途開発に

伴う高付加価値化を進め、森林資源として循環利用が行われていること 

【現 状】 

 本県の民有林約18万haのうち、天然林は約11万２千haで97％が広葉樹林となっています。 

 広葉樹林はかつて、主に薪や木炭などの燃料用材として20～30年の短い周期で伐採と萌芽更新を繰

り返し、再造林のコストをかけることなく循環的に利用されてきましたが、燃料革命以降、薪や木

炭の利用が急減したことから老齢化が進み、伐採後の萌芽更新が難しくなってきています。 

 シイタケなど広葉樹を利用したきのこ生産は、全国的に原木栽培から菌床栽培へ移行したことから、

広葉樹オガ粉の需要が増加しており、十分な量の供給ができない状況にあります。 

 県西部においては、2014(H26)年度から広葉樹林の適正な更新と資源の循環利用を図るため、「広葉

樹更新伐」に取り組んできています。 

老齢過熟化が進んだ広葉樹林 広葉樹更新伐 

資料：富山県森林政策課調べ 資料：富山県森林政策課調べ 

天然林資源量内訳（面積ha） 天然性広葉樹林の齢級構成

112,232ha

2,980 針葉樹

109,252 広葉樹

102,376
その他広葉樹 

6,876　ブナ 

132 スギ
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【課 題】 

 老齢化した広葉樹は萌芽による再生能力が低下していることから、伐採後の更新には苗木の植栽や

下刈りなどの保育作業が必要となる場合があります。 

 広葉樹材の多くはパルプ・チップ材として安価に取り引きされており、広葉樹林の伐採だけでは伐

採費用を賄えない現場も多く、周辺の人工林と合わせた計画的な伐採計画を立てる必要があります。

 一部の地域では広葉樹材が家具や内装材として高価に取引されていることから、新たな用途の開発

等により高付加価値化を進める必要があります。 

【取組内容】 

①適切な伐採・利用と更新技術の確立   

 森林クラウドを活用し、広葉樹資源を把握するとともに、人工林を含めた施業の集約化を図り、効

率的な路網配置と高性能林業機械の活用による伐採費用の低減を図ります。 

 広葉樹の有効活用に向けた精度の高い資源情報を把握するため、ドローンを活用した広葉樹資源情

報の整備などを推進します。 

 県森林研究所と協力し、広葉樹伐採後の更新について、コストを低く抑えることができる管理・利

用手法を確立し、広葉樹の循環利用を目指します。 

②新たな活用方法の開発

 県木材研究所と協力し、家具材や建築用材としての広葉樹材の新たな用途開発に取り組み、広葉樹

材の高付加価値化を図ります。 

 県西部の木材事業者が、県内に豊富に存在するミズナラを用いて､ウイスキー用樽の製造に取り組む

など新たな活用が始まっていることから、今後更なる用途開発を支援します。 

共販市場に出荷された広葉樹材 

切り株から発生した萌芽（ホオノキ） きのこ用として選別されたナラ材 

ウイスキー熟成樽（県産ミズナラ材） 
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２ 林業経営基盤の強化 

（１）林業事業体の育成と経営基盤の強化 

【施策目標】（施策の目指すべき成果） 

地域の森林経営を担う森林組合や、効率的な素材生産等を行う民間林業事業体の育成が図られている

こと。 

【現 状】 

 県内の森林組合数は、2003(H15)年に富山県森林組合連合会が主体となり策定した「富山県森林組合

改革プラン」に基づいた広域合併等により、1979(S54)年には 30組合あったものが４組合となって

います。これにより１組合当たりの組合員所有森林面積は34,425haと全国平均（17,252ha）の約２

倍となりました。 

 森林組合の事業取扱高は、2013(H25)年以降、減少傾向にあります。 

 2008(H20)年に県西部５組合の合併により富山県西部森林組合が誕生し、県内４組合となりましたが、

今後一層の経営基盤の強化のため、県内1組合を目指した協議が進められています。 

 森林組合は、組合員のための施業集約化や合意形成、森林経営計画作成などに取り組んでいます。 

 個人事業主は、新規参入あるいは林業事業体からの独立などにより増加しており、2017(H29)年度に

は 58名でしたが、2023(R5)年度には 76名となっています。また、個人事業主を経て、法人格を有

する会社を設立するなどの事例も見受けられるようになっています。 

 林業労働力の確保の促進に関する法律の規定により、改善計画の知事認定を受けた事業主は、18社

となっています。 

資料：富山県森林政策課調べ

森林組合事業取扱高の推移（百万円） 

民間林業事業体の担い手数の推移 
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【課 題】 

 森林組合の事業取扱高は、拡大造林や初期保育の減少に伴い減っていますが、今後、利用期を迎え

た人工林の主伐や花粉症対策による伐採、主伐に伴う再造林及び保育の増加等が見込まれることか

ら、これらに対応する体制を整備する必要があります。 

 森林組合は、森林の多面的機能の発揮や木材の安定供給など、組合員を含む地域社会から求められ

る役割を果たすため、引き続き施業集約化や合意形成、森林経営計画の作成に取り組む必要があり

ます。 

 県産材の安定供給を図るため、森林施業の合理化や労働環境の改善、研修による技術者の養成等を

通じ、民間林業事業体の育成を図る必要があります。 

 人口減少の中、各事業体が一定数の担い手を確保しつつ、機械化や林業イノベーションを駆使した

省力化を図りながら、生産性の向上等を図る必要があります。 

 山間奥地の林業現場では、新技術の導入に必要な電波通信が途絶されている箇所が多く、労働災害

発生時の緊急連絡が滞ってしまう可能性が非常に高い状況です。 

【取組内容】 

①森林組合の経営基盤強化   

 森林組合の経営基盤強化を図るため、森林組合関係者で進められている合併構想に対して必要に応

じ指導・助言を行います。 

 事業執行体制の強化を図るための指導、検査及び研修を実施します。 

 森林組合が、将来にわたり地域林業の中核として健全経営を行えるよう、経営ビジョンの策定やそ

の実現のための長期経営計画の策定を支援します。 

 事業の収益確保のため、森林Ｊ－クレジットなど民間資金の活用を促進します。 

②森林経営計画の作成と集約化施業、伐採と造林の一貫作業システムなどの推進

 森林整備を効率的に進めるため、引き続き、森林経営計画の作成を促進します。 

 集約化施業を推進するため、森林経営計画に基づく路網整備等を支援します。 

 間伐・主伐等の生産性分析を通じ、再造林に向けた「伐採と造林の一貫作業システム」の取組みを

支援します。 

 間伐材や主伐材等の低コスト生産を担う技能者の育成を支援します。 

 生産性・安全性向上の基礎となる林内通信環境の整備や高性能林業機械、スマート林業機器の導入

等を支援します。 

③民間事業体の育成 

 労働環境の改善やＩＣＴ技術を活用した森林施業の効率化などについて指導・支援を行います。 

 安全講習等の研修への参加を促進し、現場技能者の育成を図ります。 

 意欲と能力のある林業経営者への育成を図るため、研修等を通じたスキルアップを支援します。 

 高性能林業機械の導入など民間事業体の経営基盤の強化について支援します。 

 民間事業体と森林組合など事業体間の協力体制の検討や実現に向けての支援を行います。 

④経営改善のための施設整備の促進及び融資制度による支援   

 経営改善や就業者の確保・育成などに必要な施設整備に対して支援します。 

 林業経営に必要な資金を融資します。 

 ア 林業経営に必要な資金の低利融資（木材産業等高度化推進資金） 

   イ 林業経営の改善に必要な資金の無利子融資（林業・木材産業改善資金）
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２ 林業経営基盤の強化 

（２）農林水産公社営林の経営改善と適正な管理 

【施策目標】（施策の目指すべき成果） 

 農林水産公社営林において非皆伐長伐期施業が実施され、経営の改善と適正な森林管理が図られると

ともに、県産材の安定供給に貢献していること。 

  

【現 状】 

 富山県農林水産公社（以下「公社」という。）は、山村における過疎化の進行を背景に、国策とし

て開始された分収造林事業を1966(S41)年度に開始し、これまでの約60年間で、県内民有人工林面

積の15％となる約7,500haの造林を行い、森林資源の充実と雇用の創出などに大きな役割を果たし

てきました。 

 この公社営林を適正に管理し、搬出間伐等で木材生産を行うことにより、森林の公益的機能の発揮

をはじめ、地域林業の振興や林業事業体の経営基盤の安定と強化に貢献してきました。 

 しかし、収入がない中、植林や保育などにかかる経費については、補助金のほかは、日本政策金融

公庫等の資金を活用せざるを得なかったこと、この期間において人件費などの物価上昇もあり、借

入金残高が2023(R5)年度末で約399億円となり、加えて、今後も木材価格の大幅な上昇が見込めな

いことから、その経営の見通しは、厳しい状況にあります。 

 このため、2007(H19)年に策定した公社営林経営改善策実施計画により、分収比率の見直しや契約期

間の延長に係る契約変更に積極的に取り組み、2023(R5)年度末現在、全契約件数の 95％となる 944

件の契約を変更したほか、組織等の見直しにより経費の削減を図るなど、一定の進捗が図られてい

ます。 

 また、借入金の増加を抑えるため、県の無利子資金による貸付や、過去の高い利率の資金の繰上償

還など金利負担の軽減を図り債務の圧縮に努めるほか、間伐材の搬出による販売収入の確保に努め

ています。 

 新たな収益源を確保するため、2022(R4)年度に制度の見直しが行われた森林Ｊ－クレジット制度の

情報収集などを開始しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【課 題】 

 事業開始時1966(S41)年度植栽の林分が58年生を超えるなど、本格的な利用期を迎えるなか、伐採

後の再造林を行えるだけの収益をあげることが困難なことから、数回に分けた強度の抜き伐り（帯

状・群状伐採等）により広葉樹林化を図る必要があります。また、路網整備が困難な林分における

抜き伐りの方法を検討する必要があります。 

1966(S41)年度植栽の林分 

公社営林の齢級構成 

資料：富山県森林政策課調べ 
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 経営の改善策として、林業経営における木材販売収入以外の新たな収益となり得る森林Ｊ－クレジ

ット制度の導入を進めていく必要があります。 

 今後とも、有利な補助金を活用した路網整備と間伐などを進め、公社営林を適正に管理するととも

に、伐採収入を増やし、借入金の増加を抑える必要があります。 

 契約変更が遅れている地区については、地区の関係者や森林組合などの協力を得て、粘り強く交渉

を進める必要があります。 

【取組内容】 

①非皆伐長伐期施業による森林の適正な管理と安定的な県産材の供給

 契約期間を80年に延長し、その間、抜き伐りにより広葉樹林化を促進す

る「非皆伐長伐期施業」に努め、路網整備が困難な林分でも架線集材を

用いるなど、適正な管理による森林の有する公益的機能の維持･向上を図

ります。 

 公社営林は、まとまった量と計画的な県産材の供給が可能であるメリッ

トを活かし、県産材の安定的な供給を図ります。 

②木材販売収入以外の新たな収益の確保  

 公社営林において、新たな収益として森林Ｊ－クレジット制度の導入に取り組み、適正な管理に必

要な財源を確保するなど、経営改善に取り組みます。 

③借入金の抑制   

 公庫の無利子資金枠の活用や公庫債務の借り換え制度の活用などにより公社の金利負担の低減を図

るとともに、補助金を活用するなど伐採収入を増大させ、新たな借入金を抑制します。 

④分収比率変更による将来収支の改善   

 土地所有者の理解のもと、「公社６：土地所有者４」となっている分収比率を、「８：２」とする

契約変更に、引き続き粘り強く取り組みます。 

※経営改善に関する実施計画は、公社営林経営改善策実施計画（H19,H29富山県農林水産公社）による 

【目標指標】 

指標名 
標目状現

2023(R5)年度 2026(R8)年度 2031(R13)年度 

非皆伐長伐期施業による搬出

材積［公社］（年間） 
1,390㎥ 7,000㎥ 21,000㎥ 

非皆伐長伐期施業のイメージ 

架線集材のイメージ 
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成熟した県営林 主伐された県営林 

２ 林業経営基盤の強化 

（３）県営林の適正な管理 

【施策目標】（施策の目指すべき成果） 

県営林の適正な森林管理が行われているとともに、計画的な県産材の供給に貢献していること。 

【現 状】 

 県営林は、県有林と県行造林で構成され、現在62団地、4,793haあります。 

 県有林は、明治維新後の乱伐によって荒廃した森林の回復を図るとともに、県下に林業経営の模範

を示し、併せて県の基本財産を造成することを目的として、明治34年に富山市（当時上新川郡大山

村）原において、模範林として造成したのが始まりです。現在、奥山の重要な水源地の確保を図る

ための水源林を含め、14団地2,661haを所有しています。 

 県行造林は、民有地に県が地上権を設定し森林経営しているもので、明治37、38年に日露戦争の戦

勝を記念し、富山市八尾町茗ケ原ほか数箇所において、「戦後記念造林」を行ったのが始まりで、

現在48団地2,132haの造林地があります。 

 明治以降、県民共有の財産として森林を造成し、林産物の供給や県土の保全、水源の涵養、自然環

境の維持、保健休養の場の提供等、森林の公益的機能の発揮及び地域林業の振興に重要な役割を果

たしてきました。 

 近年、80年生（16齢級）を超える林分が増加し、資源が充実しています。一方、県内の製材施設は、

北洋材から県産材をはじめとした国産材への原料転換が進んでおり、加えて、2015(H27)年から県内

で木質バイオマス発電施設が稼働するなど県産材の需要が増加しています。このため、2020(R2)年

４月に策定した第９経営期県営森林経営計画に基づき、計画的な売払いを実施しています。 

資料：富山県森林政策課調べ 
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計測結果（三次元点群データ） 

県営林土地所有者説明会 

地上レーザを用いた立木調査 

【課 題】 

 県営林は、森林の公益的機能の発揮および地域林業の振興に重要な役割を果たしており、今後も適

切な管理を維持していく必要があります。 

 県行造林については、相続未登記や行方不明者の増加等により手続きが整わず、変更契約や立木売

払等の支障となっていることから、所有者の確認調査等を計画的に実施する必要があります。 

 80年生（16齢級）以上のスギ造林地の中で、搬出しやすい箇所を中心に売払いを実施していますが、

継続的な売払いのため、新たな立木売払い箇所の掘り起こしや現地調査、将来の主伐を見据えた路

網整備を進める必要があります。 

【取組内容】 

①適正な県営林の管理

 公益的機能を十分発揮できる森林を造成するため、間伐等の施業を計画的に実施します。 

 市町村森林整備計画に基づき長伐期施業を導入し、多様な森林の整備を進めます。 

 60年生（12齢級）を超える林分については、契約満了に備え、優先順位をつけて現地調査を行い、

①契約更新、②立木売払、③土地所有者へ譲渡、のいずれかの判断を行います。 

②計画的な契約更新の締結   

 今後契約が満了するものについては、林況調査を実施すると

ともに、契約者情報を整理した上で対応方針を立て、契約者

と協議します。 

 再契約により更新されたものについては、その後、相続が発

生している場合が多数あると考えられることから、定期的に

契約者情報を把握します。 

 主伐が完了した箇所については、順次地上権を抹消し、契約

者に返還します。 

 相続未登記や行方不明者の増加等により手続きが整わず、契

約期間を超えたものについては、その解消に向け優先順位を

つけて計画的に作業を進めます。 

③計画的な県産材の供給

 効率的な搬出間伐や主伐を実施するため、森林作業道等を積

極的に整備します。 

 航空レーザ計測により取得した森林資源情報や微地形情報

等を基に、林分毎の生育状況や搬出し易さを踏まえた主伐可

能箇所の掘り起こしを行います。 

 立木調査については、従来の毎木調査に加え、地上レーザ計

測やドローンなどのリモートセンシング技術を活用し、効率

的な調査に取り組みます。 

 素材生産量など地域バランスに考慮した売払いを推進する

ことにより、継続的な県産材の供給に努めます。 

 県有林の伐採跡地については、花粉発生源対策の取組みとし

て、優良無花粉スギ「立山 森の輝き」を用いた再造林を推

進するほか、主伐・再造林の一貫作業や低密度植栽等により

造林の低コスト化を図ります。 
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２ 林業経営基盤の強化 

（４）特用林産物の振興 

【施策目標】（施策の目指すべき成果） 

特用林産物の生産が地域経済の振興や就業の場の確保につながっていること。 

【現 状】 

 特用林産物の生産は、山村地域等の振興や森林資源の有効利用、農林家の所得向上、高齢者や障害者

を含む雇用の創出等に大きな役割を果たしています。 

 近年、県内外の企業による大規模な菌床シイタケ栽培生産施設が導入され、生シイタケの生産量は

1,500t前後で推移しています。 

 原木によるシイタケ栽培は、2011(H23)年に発生した東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所事故

により、福島県産の原木入手が困難な状況が続き、原木価格も高騰したため、震災前2010(H22)年に

29 戸あった県内生産者は、2022(R4)年には 12 戸まで減少し、それに伴い生産量も減少しています。

このため、きのこ生産については、その多くが、原木栽培から菌床栽培へと移行し、その原料となる

広葉樹オガ粉の需要量が増大していますが、十分な量が供給できていない状況にあります。 

 ブナシメジは、2017(H29)年に県外企業が進出したことにより、生産量が大幅に増加しています。 

 ハナビラタケは、県内では2020(R2)年から生産されており、近年、生産量が増加しています。 

 竹林が分布する県西部を中心にタケノコが生産されており、近年は穂先タケノコや県産メンマの取組

みが広がっています。 

 ウルシは、井波彫刻に使用するため、漆栽培に取り組む生産者がおり、生産量の増加が見込まれます。

 その他きのこ類、山菜、木炭などは生産者、生産量とも小規模な状態が続いています。 

 令和６年元日に発生した能登半島地震により、菌床シイタケの栽培施設や炭焼き窯などに被害が発生

したことから、災害復旧に取り組んでいます。 

きのこ生産量の推移 きのこ価格の推移 

菌床シイタケの栽培状況 

シイタケの生産量の推移 

資料：富山県森林政策課調べ 

資料：富山県 
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２ 林業経営基盤の強化 

（４）特用林産物の振興 

【施策目標】（施策の目指すべき成果） 

特用林産物の生産が地域経済の振興や就業の場の確保につながっていること。 

【現 状】 

 特用林産物の生産は、山村地域等の振興や森林資源の有効利用、農林家の所得向上、高齢者や障害者

を含む雇用の創出等に大きな役割を果たしています。 

 近年、県内外の企業による大規模な菌床シイタケ栽培生産施設が導入され、生シイタケの生産量は

1,500t前後で推移しています。 

 原木によるシイタケ栽培は、2011(H23)年に発生した東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所事故

により、福島県産の原木入手が困難な状況が続き、原木価格も高騰したため、震災前2010(H22)年に

29 戸あった県内生産者は、2022(R4)年には 12 戸まで減少し、それに伴い生産量も減少しています。

このため、きのこ生産については、その多くが、原木栽培から菌床栽培へと移行し、その原料となる

広葉樹オガ粉の需要量が増大していますが、十分な量が供給できていない状況にあります。 

 ブナシメジは、2017(H29)年に県外企業が進出したことにより、生産量が大幅に増加しています。 

 ハナビラタケは、県内では2020(R2)年から生産されており、近年、生産量が増加しています。 

 竹林が分布する県西部を中心にタケノコが生産されており、近年は穂先タケノコや県産メンマの取組

みが広がっています。 

 ウルシは、井波彫刻に使用するため、漆栽培に取り組む生産者がおり、生産量の増加が見込まれます。

 その他きのこ類、山菜、木炭などは生産者、生産量とも小規模な状態が続いています。 

 令和６年元日に発生した能登半島地震により、菌床シイタケの栽培施設や炭焼き窯などに被害が発生

したことから、災害復旧に取り組んでいます。 

きのこ生産量の推移 きのこ価格の推移 

菌床シイタケの栽培状況 

シイタケの生産量の推移 

資料：富山県森林政策課調べ 

資料：富山県 
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【課 題】 

 山村地域の振興に寄与する特用林産物の生産振興を行い、就業機会の創出と安定的な所得の確保を図

る必要があります。 

 県森林研究所で開発された特用林産物の栽培技術等の普及・指導により、良品生産や高付加価値化を

図る必要があります。 

 安全性の確保や消費者が安心して購入できる産地情報等の提供を進め、富山県産特用林産物の消費増

大を図る必要があります。 

 

【取組内容】 

①生産施設の整備や生産基材の供給への支援と技術指導

 山村地域の就業機会を創出する生産施設等の整備を支援します。 

 菌床きのこの原料となる広葉樹オガ粉を生産するため、広葉樹伐

採後の更新について、低コストで再生が可能な管理・利用手法を確

立し、循環利用可能なシステムの構築を目指します。 

 生産者に対し、安定したきのこの生産を図るため、生産履歴の記録

等の自主的な取組みを促進するとともに、原産地表示などの適正

化について支援します。 

 能登半島地震からの復旧に向け、被災した設備の早期復旧を図る

とともに、より効率的な設備への更新などについて、技術指導や支

援を行います。 

 

②地域特性を活かしたきのこ・山菜の栽培技術の開発                          

 山村地域の環境を利用したきのこや山菜の新たな栽培管理技術

及び新品種を開発します。 

 小径広葉樹材・パルプなどを有効利用し、従来と異なる栽培技

術を開発します。 

 

 

 

 

③特用林産物のＰＲ及び需要拡大                                  

 「食のとやまブランド」として地産地消や食育の推進活動と連携し、県産特用林産物のPR活動 を推

進します。 

 「森の寺子屋」において、しいたけ植菌体験を実施し、若い世代に特用林産物のＰＲに努めます。 

 竹林整備の一環として、穂先タケノコや県産メンマの普及ＰＲを推進します。 

県が開発した 
黒マイタケ

小学生を対象とした森の寺子屋 県産特用林産物のPR活動 

地震により落下した菌床シイタケ
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３ 安定供給体制の整備と需要の拡大 

（１）品質・性能の確保と流通の円滑化 

【施策目標】（施策の目指すべき成果） 

 需要者のニーズに対応した品質・性能の確かな製品が供給されること。 

 大径材が効率的に製材され、利用拡大が図られること。 
 

【現 状】 

 人工林の高齢級化に伴い、大径材の割合が増加しています。 

 山土場や中間土場の整備等によって市場の土場を経由せず、製材・合板工場等へ直接出荷される量

が増加しています。 

 県では、品質・性能の確かな県産材製品を供給できるJAS製材認定工場（現在15工場）を増やすた

め、プレカット加工機や木材乾燥機、グレーディングマシンなどの木材加工施設等の整備を支援し

ています。 

 公共建築物などの大型木造建築物への大量注文に対し、県産材を取扱う製材業者の多くが小規模な

ため、短期間での納材が難しい状況にあります。 

 大型木造建築物に使用する大断面構造部材等については、県内の製材工場が県産材によって生産で

きる体制となっています。 

 県産材の流通段階（伐採、運材、製材所入荷）における納品書等の様式が、各社によって異なって

いるため、事務処理が非効率な状態となっています。 
 

【課 題】 

 大径材に対応した製材や加工、乾燥技術の開発・普及を進める必要があります。 

 原木を安定的に供給するため、中間土場等を活用して、用途別に仕分けされた丸太の貯木機能を高

める必要があります。 

 需要者のニーズに速やかに対応できるよう県産材製品の供給能力を高める必要があります。 

 建築設計時に構造計算が求められるため、強度等の品質・性能の確かな部材として、JAS 構造材を

供給できる体制を整備する必要があります。 

 木材需要や価格の先行きが不透明な状況であり、輸入木材の供給リスクが顕在化する中、川上から

川下までの関係事業者の連携による県産材のサプライチェーンを構築し、工務店や建築業者等が県

産材製品を調達しやすい環境を整備する必要があります。 

 災害により施設被害等が発生した場合、県産材のサプライチェーンが寸断される等、幅広い事業者

に影響が生じるため、サプライチェーンの強化を図る必要があります。 

 県産材の流通段階における納品書等の様式を統一、システム化し、事務処理の効率化を図る必要が

あります。 
 

【取組内容】 

①需要に応じた供給体制の整備                                    

 貯木機能を有する中間土場等の整備、大径材に対応した製材・加工施設等の整備を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 
中間土場から製材・合板工場等への直送 大径材に対応した製材・加工施設
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②品質・性能の確かな県産材製品の供給促進

 品質・性能が確かな県産材JAS製品の普及及び生産体制の整備を支援します。 

 県産材製品の規格化、製品在庫の確保と情報発信など、建築現場等で求められる県産材製品の更な

る安定供給を目指します。 

グレーディングマシン及び強度等が確認された製品 木材乾燥機 

③川上から川下までの関係者の連携強化  

 「とやま県産材需給情報センター」の活動により県産材の需給マッチングを推進します。

 県産材の流通情報をシステム化することにより効率化を図ります。

 大規模災害に強いサプライチェーンの構築に関係者と連携して取り組みます。

とやま県産材需給情報センターを中心
とした県産材のサプライチェーンの構築

とやま県産材需給情報センターでは、素材生産側(川上)の出材、供給情報と、製材工場等（川中）
や工務店等の建築施工者（川下）の需要情報の共有化による県産材サプライチェーンの構築に取り
組んでいます。 

川上 川中 川下
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３ 安定供給体制の整備と需要の拡大 

（２）建築分野における木材利用の促進 

【施策目標】（施策の目指すべき成果） 

住宅の新築・増改築に県産材が使われていること。 

非住宅・中高層建築物の木造化や木質化が図られていること。 

【現 状】 

 県では、県産材の利用促進のため、県産材を使用する住宅の新築・増改築に支援しています。 

 県産材の取り扱いに精通した工務店等を「とやまの木で家づくり応援工務店」として県が登録し、

県民が住宅に県産材を使いやすい環境づくりに取り組んでいます。 

 県では、「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」の改正に伴い、令和４年３月に

「県産材の利用促進に関する基本計画」を改訂し、非住宅・中高層建築物の木造化や木質化の推進

など木材利用促進の対象を公共建築物から民間建築物を含む建築物一般に拡大し、県産材の利用促

進に取り組んでいます。 

 民間建築物での木材利用を進めるため、川上から川下までの関係者が広く参画する「富山県ウッド・

チェンジ協議会」を令和５年度に設置し、木材利用に関する情報共有等により施主である民間事業

者等が木材を利用しやすい環境づくりに取り組んでいます。 

新設住宅着工戸数と木造率 

資料：富山県
建築住宅課調べ 

県産材を使用した家づくりへの支援 
（とやまの木で家づくり支援事業） 

中高層建築物での木造化 
（魚津市立星の杜小学校） 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

1,412

1,813 1,368 1,050 924

767

970
769

832

4,416

5,439
5,220

5,350
4,995 4,406 4,690 4,568 4,077

（戸） 木造 （％）非木造 木造率(富山県) 木造率(全国)
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３ 安定供給体制の整備と需要の拡大 

（２）建築分野における木材利用の促進 

【施策目標】（施策の目指すべき成果） 

住宅の新築・増改築に県産材が使われていること。 

非住宅・中高層建築物の木造化や木質化が図られていること。 

【現 状】 

 県では、県産材の利用促進のため、県産材を使用する住宅の新築・増改築に支援しています。 

 県産材の取り扱いに精通した工務店等を「とやまの木で家づくり応援工務店」として県が登録し、

県民が住宅に県産材を使いやすい環境づくりに取り組んでいます。 

 県では、「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」の改正に伴い、令和４年３月に

「県産材の利用促進に関する基本計画」を改訂し、非住宅・中高層建築物の木造化や木質化の推進

など木材利用促進の対象を公共建築物から民間建築物を含む建築物一般に拡大し、県産材の利用促

進に取り組んでいます。 

 民間建築物での木材利用を進めるため、川上から川下までの関係者が広く参画する「富山県ウッド・

チェンジ協議会」を令和５年度に設置し、木材利用に関する情報共有等により施主である民間事業

者等が木材を利用しやすい環境づくりに取り組んでいます。 

新設住宅着工戸数と木造率 

資料：富山県
建築住宅課調べ 

県産材を使用した家づくりへの支援 
（とやまの木で家づくり支援事業） 

中高層建築物での木造化 
（魚津市立星の杜小学校） 
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（戸） 木造 （％）非木造 木造率(富山県) 木造率(全国)

【課 題】 

 住宅需要者に対し、県産材利用の理解を醸成する必要があります。 

 県産材を取り扱う工務店等を増やしていく必要があります。 

 今後、市場の拡大が期待される耐震性や省エネルギー性能の向上などリフォームにおける、県産材

の利用促進に取り組む必要があります。 

 「県産材の利用促進に関する基本計画」に基づき、さらに民間建築物における木材の利用拡大に取

り組む必要があります。 

 ＣＬＴ（直交集成板）や木質耐火部材等の製品を用いた建築物により、新たな県産材の需要を開拓

する必要があります。 

 木材の防耐火性が低いなど、民間事業者が抱く木材利用に関する不安材料やネガティブなイメージ

を和らげる必要があります。 

【取組内容】 

①住宅分野における利用促進  

 県産材を使用する住宅の新築・増改築への支援を引き続き行います。 

 住宅需要者に県産材を用いた住宅の事例紹介や見学会の開催に取り組みます。 

 県産材の利用方法や調達方法を工務店等へ広く紹介することによって引き続き県産材の利用促進に

取り組むとともに、既に県産材を使用している工務店等への支援にも取り組みます。 

②非住宅分野における利用促進 

 県産材による公共建築物等の木造化や木質化への支援を引き続き行います。 

 民間建築物における木材利用を促進するため、県と建築主等において「建築物木材利用促進協定」

を締結するなど、協働・連携して木材の利用に取り組みます。 

 富山県ウッド・チェンジ協議会においては、木材を民間建築物に利用する際に課題となるネガティ

ブなイメージを和らげるため、方策の検討や取りまとめ・普及を行います。 

 ＣＬＴや木質耐火部材等の新たな建築部材の普及や、木造建築物の設計・施工に関する技術の普及

に努めるとともに、木材研究所による技術開発や技術支援を推進します。 

【目標指標】 

指標名 
標目状現

2023(R5)年度 2026(R8)年度 2031(R13)年度 

公共建築物等における県産材利

用施設数（累計） 
426棟 544棟 694棟 

富山県ウッド・チェンジ協議会 

会員数（累計） 
18社 60社 100社 

県産材利用に関する建築物木材利用促進協定
（ＹＫＫ不動産（株）：Ｒ５．９月締結） 

民間建築物の木造化（たんぽぽ保育園：黒部市） 
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３ 安定供給体制の整備と需要の拡大 

（３）木質バイオマス等の利用促進 

【施策目標】（施策の目指すべき成果） 

木材チップや木質ペレット等の木質バイオマス利用が促進されること。 

木質バイオマスの原料となる早生樹や低質材が安定的に供給されること。 

【現 状】 

 未利用間伐材を原料とした木質ペレット製造施設

が、2010(H22)年４月から富山市で、2018(H30)年

９月から南砺市で稼働しています。 

 2015(H27)年５月、北陸初となる未利用間伐材の木

材チップを主な燃料としたバイオマス発電所が射

水市で稼働し、低質材の安定的な需要先が確保され

ています。 

 県中央植物園や市町の公共施設において、木質ペレ

ットを燃料とするペレットボイラーが設置されて

います。 

 ペレットストーブは公共施設や住宅等に設置され

ており、一部の市町では、住宅への導入に対する支

援が行われています。 

 早生樹の活用に関しては、木質バイオマス燃料等への利用により、地域ビジネスの創出や脱炭素社

会への取組みに繋がると期待されています。

 令和４年度に富山市、富山県、婦負森林組合、㈱富山環境整備を構成員とする富山市早生樹活用協

議会（会長 富山市長）が設立され、荒廃した里山地域や耕作放棄地にヤナギ類等の早生樹を植栽

して、バイオマス燃料として活用するモデル事業に取り組んでいます。

【課 題】 

 未利用間伐材など低質材の木質バイオマス利用を促進する必要があります。 

 県内の荒廃した里山地域や耕作放棄地で育成できる早生樹の栽培等の実績がありません。 

 早生樹の植栽、育成、利用、燃焼までを取り組んだことがありません。 

 早生樹の育成には20年～30年程度必要なため、この期間をさらに短くする必要があります。 

木質ペレット

木質ペレット製造施設（南砺市） 

木質バイオマス発電施設（射水市） 
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【取組内容】 

①木質バイオマスの利用促進  

 県産材の木材チップや木質ペレット等の木質バイオマス利用を促進するため、公共施設等における

ペレットボイラー等の導入に対する支援を引き続き行います。 

 未利用間伐材などの低質材の搬出を支援し、バイオマス利用施設等での有効活用を促進します。 

②早生樹をバイオマス燃料として活用するモデル事業の実施（Ｒ４～８年度）

 荒廃した里山地域や耕作放棄地において、成長に優れ２～３年で収穫できるヤナギ類等早生樹の

栽培実証を行います。 

 県内のヤナギ類から成長が優秀なクローンを選抜し、優良系統として栽培実証を行います。 

 ヤナギ類をバイオマス燃料として活用する実証を行います。 

 その成果をモデルとして、中山間地域等において広く普及していきます。 

 この他、コウヨウザンやユリノキなどの早生樹についても植栽試験等を行い、県内への導入につ

いて取り組んでいきます。 

早生樹（ヤナギ類）の成長状況と収穫方法の検討 

R5年３月末（挿し穂0.1ｍ）      R5年８月末（2.0ｍ程度）     効率的な収穫方法の検討 
（サトウキビハーベスタ） 

ペレットボイラー（県中央植物園） ペレットストーブ（県林業普及センター） 
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４ 新たな技術開発と普及指導の推進 

（１）森林資源の循環利用と林業の成長産業化を実現するための技術開発 

【施策目標】（施策の目指すべき成果） 

現場のニーズに対応した低コストで省力的な森林管理技術を開発し、森林資源の循環利用と林業

の成長産業化が推進されていること。 

【現 状】 

 富山県農林水産総合技術センター森林研究所では、中長期的展望に立った農林水産試験研究推進プラ

ンを作成し、効率的かつ効果的に県の政策目標の実現に寄与するよう、試験研究に取り組んでいます。

 各種技術相談、研究レポート等普及用冊子の発行や研究発表会により技術の普及に努めるとともに、

研究成果の実用化に取り組んでいます。 

 森林資源の循環利用と林業の成長産業化を推進する

ため、リモートセンシング、ＩＣＴ、高性能林業機械

の活用、早生樹の導入及びエリート無花粉スギの開発

などによる生産性及び付加価値の向上、並びにコスト

縮減に資する技術開発に取り組んでいます。さらに、

資源の充実が進む広葉樹林の活用を促進するため、効

率的な資源量把握手法や確実性の高い更新技術の開

発を行っています。 

 森林が持つ公益的機能を解明するとともに、スギ花粉

やブナ科堅果類の豊凶などの調査に取り組み、県民生活の安全、安心に役立つ森づくりを推進する技

術の開発と情報発信に努めています。また、近年増加しているニホンジカによる人工林や天然林にお

ける被害の実態把握及び海岸クロマツ林のマツ枯れの効率的な探索技術の開発に取り組んでいます。

 中山間地域の活性化と新たな産業創出に向け、有用きのこ品種や舌下免疫療法用スギ花粉の効率的な

生産技術の開発に取り組んでいます。さらに、カーボンニュートラル実現のために、早生樹を活用し

たバイオマス発電所向け燃材生産の実用性について検証しています。 

【課 題】 

 伐採から再造林、保育に至る収支のプラス転換を可能とするため、早生樹などを活用した省力かつ低

コストな次代森林造成技術を開発する必要があります。 

 再造林経費の縮減や花粉症対策を推進するため、優良無花粉スギ「立山 森の輝き」の成長を上回る

エリート無花粉スギの開発を進める必要があります。 

 広葉樹林の利活用と質的向上を図るため、ホオノキや

クリなどの有用広葉樹の更新技術を開発する必要があ

ります。 

 公益的機能の向上を目指した森林管理技術を開発する

必要があります。 

 県民生活の安全、安心に関する森林情報の発信が求め

られています。 

 研究成果を広く県民に提供するとともに、関連産業へ

の支援、指導を図っていく必要があります。 

地上レーザによる森林情報の計測 

有用広葉樹として期待されるホオノキ 
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【取組内容】 

①森林資源の循環利用と林業の成長産業化を実現するための技術開発

 早生樹であるコウヨウザンやユリノキの本県におけ

る生育適性を評価するとともに造林適地を明確化し

ます。 

 地上型レーザスキャナーによる効率的な森林資源量

把握及び形質評価技術を開発します。 

 無花粉スギの品種改良を進め、「立山 森の輝き」を上

回るエリート無花粉スギを開発します。 

 里山広葉樹林において付加価値の高いホオノキの更

新技術を開発します。 

②水とみどりを育み県民生活の安全・安心に貢献する森づくりを推進するための技術開発

 病虫獣害等から森林を守るための防除技術を確立し

ます。 

 ＡＩを活用したクロマツ海岸林の衰退樹冠の自動検

出システムを開発します。 

 ツキノワグマ出没予測のためのブナ科（ブナ・ミズナ

ラ・コナラ）堅果の豊凶モニタリング調査を行います。

 スギ花粉症対策の一環としてスギ花粉の飛散予測を

行い、広く県民に情報提供を行います。 

③林産物等の活用による中山間地域振興に資する技術開発    

 舌下免疫療法用のスギ花粉の効率的な採取技術を開

発します。 

 高機能性きのこの探索とその栽培技術を開発します。 

 ヤナギ類を活用したバイオマス発電所向け燃材の生

産技術を開発します。 

④森林・林業に関する研究成果等の情報提供

 林業関係者や一般県民に対して、わかりやす

い研究情報を発信します。 

 林業技術講習会や研究成果発表会を積極的

に行うとともに、パンフレットや成果集を発

刊して広く技術の普及を図ります。 

エリート無花粉スギの開発に向けた試験林 

森林研究所だより

ドローンの空撮画像を用いたAIによる枯死木の自動検出 

ビニールハウスを活用した

スギ花粉の効率的な採取技術

試験研究成果発表会 
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４ 新たな技術開発と普及指導の推進 

（２）県産材等の需要拡大を図る技術開発 

【施策目標】（施策の目指すべき成果） 

県産材を用いた新たな製品が開発されているとともに、県産材を活用し、中大規模・中高層の非住宅

木造建築で設計を促す技術が、設計・建築分野の実務者へ広く普及されていること。 

【現 状】 

 富山県農林水産総合技術センター木材研究所では、建築・土木など幅広い分野での県産材の新たな

需要を創出するため、企業などと連携した製品開発を行っています。 

 県産スギの大径材を住宅の梁・桁として利用するための製材、乾燥技術

を開発するとともに、スギ大径材の特徴を紹介したマニュアル「富山県

産スギ大径材の構造利用技術」を作成しています。 

【課 題】 

 県産スギ大径材の無垢材を、外材や国産集成材の構造材に替えて、非住宅分野の木造建築（特に中

大規模・中高層）へ利用可能とする技術（乾燥、強度管理）を開発する必要があります。 

 地震に強く安全で安心な木造建築（住宅並びに非住宅分野）を可能にする技術開発が求められてい

ます。 

 県産材需要の拡大につながる土木分野などでの新たな木製品の開発が求められています。 

 県産材を活用するための技術情報を実務者へ広く普及させていく必要があります。 

【取組内容】 

①県産スギ大径無垢材の高品質化及び架構技術の開発 

 非住宅分野の木造建築（特に中大規模・中高層）へ利用可能とする高品質な仕上がりの乾燥技術を

開発します。 

 地震と積雪荷重に耐える安全安心な木質架構技術を開発し、中大規模・中高層木造建築への利用拡

大につなげます。 

 県産材を用いた耐震構造へのリフォーム工法や耐震シェルターの開発等に取り組みます。 

大径材利用マニュアル

建築での県産スギ利用 森林土木での県産スギ利用 
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県産スギ大径材から採取した大断面芯去り平角材  大スパン架構トラスの強度試験の様子 

②県産材を用いた新たな木製品の開発   

 土木分野での県産材の需要拡大に資する新たな木製品を開発します。 

 ウッド・チェンジを推進する技術や製品を開発します。 

木製ダムへの県産スギ利用技術 県産スギのフリー板を使った木製品の開発 

（例：イベント会場用木製ベンチ） 

③県産材の利用技術の実務者への普及   

 実務者向け木材利用講習会等において、技術情報を提供するとともに意見交換を行います。 

 強度試験の公開実験を実務者向けに行い、技術展開を進めます。 

実務者向け講習会の様子 公開実験の様子 

末口 50cm 丸太 

現し利用に適する
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４ 新たな技術開発と普及指導の推進 

（３）持続可能な林業経営に向けた林業普及指導の推進 

【施策目標】（施策の目指すべき成果） 

森林の有する多面的機能が高度に発揮されるとともに林業の持続的かつ健全な発展が図られている

こと。 

【現 状】 

 市町村森林整備計画に基づき、森林の持続的・効率的な経営を推進する森林経営計画の作成が林業

事業体において進められています。 

 管理不十分な私有林人工林について、市町村が森林所有者の意向を踏まえ、林業経営可能な森林に

ついては集約化して大規模化を進めるとともに､林業経営に適さない森林については､市町村自ら間

伐等の管理を行う森林経営管理制度が進められています。 

 新川地域では森林所有者から製材所、地元企業等が一体となった地域材活用の取組み、富山地域で

は大規模集約化と路網整備による大規模施業団地の形成、高岡地域では緩やかな地形と豊富な人工

林資源を活かした主伐・再造林の団地化、砺波地区では広葉樹資源の循環利用など、地域毎の森林

資源状況等を踏まえて重点課題を設定し、課題解決に向けた活動を行っています。 

【課 題】 

 森林の持続的・効率的な経営を推進するため､「森林経営計画」の策定をさらに進める必要がありま

す。 

 市町村は森林・林業の専門職員が少ないため、森林経営管理制度等の担当職員への支援が必要です。 

 多様で健全な森林の整備を進める育林技術や森林病害虫防除等の森林保護対策について､農林水産

総合技術センターと連携し普及する必要があります。 

 県産材の安定供給体制を構築するため､低コスト作業システムの普及や川上から川下までの関係者

の連携を強化する必要があります。 

作業道と高性能機械を用いた低コスト作業システム 施業集約化に向けた説明会（地区座談会） 

広葉樹資源の循環利用に向けた森林調査 路網整備に向けた組合職員との合同研修 
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【取組内容】 

①面的なまとまりのある持続可能な森林経営の推進  

 森林組合等の林業事業体に対し、面的なまとまりのある森林経営計画の作成や計画に基づく路網整

備等による集約化施業を指導します。 

 市町村や林業関係者等へ技術的支援を行うため、森林・林業に関する専門的かつ高度な知識や技術

等を有する森林総合監理士を育成します。 

 森林経営管理制度が円滑に実施されるよう、「森林経営管理総合支援センター」において､市町村の

支援を行います。 

②森林・林業に関する技術・知識の普及・指導

 国の花粉発生源対策による主伐の拡大に伴い、人工林の更新や針広混交林化などの森林の管理技術

や効率的な主伐を実施するための知識・技術を普及します。 

 また、優良無花粉スギ「立山 森の輝き」の苗木を安定的に供給するため、民間の苗木生産者に対し

て巡回指導を行うなど､技術指導に取り組みます。 

 気象災害や病虫害等に強い森林を育成するための知識・技術を普及します。 

③低コストで安定的な県産材の供給体制づくりの推進 

 森林総合監理士を中心として森林経営計画の作成を担う森林プランナーを指導し､低コストで安定

的な県産材の供給体制づくりに努めます。 

 県森林研究所が開発した「林業経営収支予測システム」を活用し、森林所有者の林業収益の向上に

つながる施業提案づくりを指導します。 

 森林クラウドやドローン・地上レーザ測量などを活用したＩＣＴ森林資源管理に取り組み、森林施

業の効率化・省力化や需要に応じた木材生産を可能とするスマート林業を推進します。

 川上から川下の林業・木材産業・建築業等の幅広い関係者の連携や調整、情報共有、合意形成に向

けた指導を行います。 

   森林病害虫の被害防除研修 

普及員とプランナーとの合同研修 地上レーザを活用した森林調査 

苗木生産に関する知識の習得 
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基本施策Ⅱ 豊かな森林を未来につなぐ人材の育成 

１ 林業の担い手等の確保・育成 

（１）林業担い手センター等による担い手の確保・定着 

【施策目標】（施策の目指すべき成果） 

森林資源の循環利用を担う林業の担い手の確保及び定着が図られていること。 

【現 状】 

 林業の担い手数は、2008(H20)年度以降緩やかに減少し、

過去５年間では、ほぼ横ばいとなっています。また、新

植面積が減少した一方で間伐等の伐採作業は増加したこ

とから、素材生産を担う人材は増加し、造林・保育を担う人材は減少しています。 

 担い手の平均年齢は、52歳（R5）となっており、全産業の平均が 46.3歳（R2国勢調査）と比べる

と高い水準にあります。 

 新規就業者の３年後定着率は2019（R1）〜2021(R3)年度就業者で平均59％となっており、全産業の

３年後定着率が大卒69.8％（R2）、高卒63.1％（R2）に比べ低くなっています。 

 林業担い手センターによる体験林業や、高校生や大学生等を対象とした林業体験の実施などにより、

近年の新規就業者数は増加傾向にあります。 

 林業における労働災害年千人率は、過去５年間（2018(H30)年～2022(R4)年）の平均が 14.6と全産

業の平均2.6の約６倍と非常に高くなっています。 

 災害発生時など緊急連絡時において、山間地であるため携帯電話等の通信環境が悪いことから、必

要な情報を伝えるために時間がかかるなど、滞ってしまう可能性があります。 

 国においては、深刻化する人手不足に対応するため、林業を「特定技能１号」の対象分野に追加す

るとともに、今後５年間で最大1,000人の外国人の受け入れを見込んでいます。 

  林業就業者の推移 

【課 題】 

 人口減少社会の到来や担い手の高齢化等が見込まれる中、新規就業者を継続的に確保するとともに

定着させる必要があります。 

 「伐って、使って、植えて、育てる」森林資源の循環利用を確立するためには、素材生産を担う人

材に加え、減少している造林・保育を担う人材を確保・育成する必要があります。 

 作業環境や労働強度の改善など、安全で快適な職場環境を整えていく必要があります。 

作業種 2008(H20) 2023(R5) 

素材生産 147人 201人

造林・保育 274人 147人

作業種別担い手数の推移 
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 林業現場は労働災害の発生率が高く、緊急時に日本語が不慣れなためコミュニケーションの不安が

あるなど課題も多く、新たな外国人が現場作業や慣れない習慣などに即座に適応するためには、十

分なトレーニングを積むことが重要です。 

【取組内容】 

①インターネットを活用した相談体制の整備や、福祉連携等により労働力を確保

 林業就業に関する一元的な情報発信サイト「とやまの林業就業ナビ」を運営するほか、各事業体が

行うＳＮＳや動画による情報発信を通じて、林業を広く普及するとともに、ハローワークと共同で

就業相談会を開催します。 

 新たな担い手を確保するため、苗木生産等において福祉事業者との連携を検証します。 

 造林・保育の担い手を確保するために、新たに造林事業へ参画する担い手等への研修費や資機材購

入費の導入を支援します。 

 県内事業体や森林組合と意見交換を行うなど、外国人の受け入れの可能性について検討するととも

に、新技術等により林業生産性の向上を図るなど、外国人が就労しやすい環境を整えます。

②担い手の就労環境の改善と定着率を向上 

 福利厚生を改善するため、引き続き林業退職金共済制度の加入を促進します。 

 労働強度を軽減するため、選定経営体への高性能林業機械の導入支援、個人事業主への安全用具の

導入を支援します。 

 林業・木材製造業労働災害防止協会と連携し、林業現場での安全巡回指導の実施や個人事業主への

労働安全衛生改善セミナーを実施します。 

 認定事業主と共に林業現場の通信環境や就労環境の改善に取り組むとともに、就業者向けの多様な

セミナーを開催します。 

 就業希望者への体験林業の実施や、林業事業体によるインターンシップを通じて、就業前後にミス

マッチが起こらないよう努めます。 

【目標指標】 

指標名 
標目状現

2023(R5)年度 2026(R8)年度 2031(R13)年度 

林業就業者数（年間） 430人 430人 430人 

林業現場での安全巡回指導 

とやまの林業就業ナビ 就業フェアの様子 

高性能林業機械の導入支援 
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１ 林業の担い手等の確保・育成 

（２）富山県林業カレッジ等による担い手の育成 

【施策目標】（施策の目指すべき成果） 

森林資源の循環利用を担う林業の担い手の育成が図られていること。 

【現 状】 

 富山県林業カレッジは、平成７年の開校から現在まで本県の林業担い手の育成の中核として、森林・

林業を取り巻く情勢の変化に対応できる人材育成に取り組んでいます。 

・第１期計画（平成７～14年度） 

県内森林組合に、高性能林業機械化チーム（1チーム５名体制）を配備し、県産材の出材体制を

整えるため、32名の高性能林業機械のオペレーターを養成しました。 

・第２期計画（平成15～19年度） 

森林の保全と利用（生産コストを考慮した林業の持続的な発展）を両立させ、森林を望ましい姿

に守り、育てることができる「森林管理技術者」を５年間で24名養成しました。 

・第３期計画（平成20～28年度） 

民間も含めた林業事業体の従事者を対象に「低コストを担う人材の育成」として、短期課程で研

修を実施しました。 

・第４期計画（平成29～令和３年度） 

森林資源の循環利用を念頭に、主伐・再造林・保育の一連の施業を見据えた森林経営を実践でき

る人材の育成にあたり、林業普及指導員も関わり現場での検証を行いながら作業計画の立案・改善

に取り組みました。 

 第５期計画（令和４～８年度）では、主伐・再造林・保育の一連施業をさらに推進するため、林業

特有の課題である「低い労働生産性」や「高い労働災害率」といった問題を解決する必要があるこ

とから、「これまでの現場における林業技術」と、最新の地理空間情報やＩＣＴ等先端技術である

「スマート林業に関する技術」を融合し、現地で活用・実践できる人材の育成を進めています。 

【課 題】 

 森林資源の循環利用を進めるため、主伐・再造林にかかる経費や立木販売による収入を適切に算出

し、林業経営の適否判断など必要な施業を計画・提案・実践できる人材が求められています。 

 現場状況に応じた路網整備と、高性能林業機械を組み合わせた作業システムによる効率的で低コス

トな森林施業を実現するため、より高度な知識、技術及び技能を有する現場作業員が求められてい

ます。 

 造林の担い手が減少・高齢化する中で効率的な造林作業の実施が求められています。 

 現在、スマート林業技術の取り組みが各事業体の規模等で異なっており、本格運用された森林クラ

ウド等の技術導入を図らなければ、将来の生産性や取扱高等に影響を及ぼすおそれがあります。 

ＶＲハーベスタを用いた研修 ドローン操作の研修 地上レーザを用いた立木調査の研修 
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【取組内容】 

①経営・計画に関わる技術者の育成

 地域の実情や林業事業体の経営状況を踏まえながら、将来の森林管理ビジョンを描き実現できる人

材を育成します。 

 施業提案や提案型集約化施業に取り組む中心的な人材を育成します。 

 2022(R4)年度に実装された森林クラウドの活用により、生産管理の効率化をはかり、また IoTによ

る販売・財務・労働および人事管理等を実施できる人材を育成します。 

②効率的な素材生産を担う技術者の育成  

 経験や役割に応じた技術研修や技能訓練を段階的に実施し、高い生産性と安全性を確保しつつ素材

生産や森林作業道整備などを行うことのできる現場技術者の育成を図ります。 

 奥地の森林資源を活用するため、架線集材を含めた検討を行い、地形条件に対応した施業システム

を実施できる現場技術者の育成を図ります。 

 ＶＲシミュレータを用いた研修により、安全かつ効率的な伐木造材に精通した技術者を育成すると

ともに、伐採従事者の繰り返し研修による自身の技術の見直し、伐木未経験者への体験活動にも活

用を図ります。 

③主伐後の着実な再造林を担う技術者の育成

 伐採と造林の一貫作業システムに必要な施業地計画等を立案する人材の育成とあわせて、「多能工

化」による現場で実践する人材の育成に取り組みます。 

 苗木運搬を効率的に行うため、大型ドローンを活用できる人材の育成に取り組みます。 

 造林保育に必要な現地調査・測量について、ＧＮＳＳ機器やドローン等を活用し、長期施業受委託

のために必要な経年の生育状況等をモニタリングできる人材の育成に取り組みます。 

【目標指標】 

指標名 
標目状現

2023(R5)年度 2026(R8)年度 2031(R13)年度 

林業就業者数（年間） 430名 430名 430名 

出典：林野庁「令和２年度森林・林業白書」（森林経営計画制度の概要）を加工して作成
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１ 林業の担い手等の確保・育成 

（３）木造建築設計者等の育成・確保 

【施策目標】（施策の目指すべき成果） 

非住宅・中高層建築物において、県産材を使用した建築設計ができる人材が育成されていること。 

【現 状】 

 県では、設計者や施工者等を対象に、公共建築物等の木造化への理解を図るため、講習会や現地研

修会、木造建築物の基礎的な設計技術を習得できる建築講座などを開催しています。 

 これまで、公共建築物木造化の手引き「みんなの施設を木で造ろう」や県産材の品質や調達方法等

を解説した「とやま県産材活用の手引き」を発行し、県ホームページにて公表しています。 

 2019(R1)年から県産材を活用した優良施設を表彰する「とやま県産材建築物コンクール」を開催し

ています。 

【課 題】 

 「改正木材利用促進法」趣旨に沿って、民間建築物を含めた建築物全体における県産材の利用促進

に必要な技術の普及や木造建築物（特に非住宅・中高層建築物）を設計・施工することができる人

材を育成する必要があります。 

 木造建築物において、液状化対策及び耐震設計ができる人材を育成する必要があります。 

 建築主及び設計、施工者の県産材に対する意識の高揚を図る必要があります。 

【取組内容】 

①非住宅・中高層建築物の木造化や木質化の設計ができる人材の育成    

 設計者や施工者に対し、非住宅・中高層建築物の木造化、木質化を可能とするＣＬＴや木質耐火部

材などの新たな製品への理解、液状化対策及び耐震設計の考え方、実際に建設される木造建築物を

題材に設計から県産材の調達、施工、監理に至る一連の流れを現場で習得する機会を設けます。 

 県産材の品質や調達方法等を解説した「とやま県産材活用の手引き」の普及や、一般的に流通して

いる県産材製品の規格化を図ることにより、設計者や施工者が県産材を使いやすい環境を整え、非

住宅・中高層建築物での県産材利用を促進します。 

 建築を学ぶ高校生などを対象にして、県産材を用いた木造建築物に関する設計の講習や現地研修会

に取り組みます。

とやま県産材活用の手引き みんなの施設を木で造ろう 
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②建築主及び設計、施工者の県産材に対する意識の高揚を図る機会の創出  

 とやま県産材建築物コンクールにおいて、県産材を使用した優良な施設を表彰し、建築主及び設計、

施工者の県産材に対する意識の高揚を図ります。 

木造建築物の設計技術習得を目的とした講座 建設中の木造建築物を題材とした現地研修会 

ＣＬＴを活用し建設中の木造建築物を題材とした現地研修会 

とやま県産材建築物コンクールの受賞作品を掲載した冊子 
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２ 森と木の関係人口拡大 

（１）森づくりを支える県民意識の醸成 

【施策目標】（施策の目指すべき成果） 

県内の森林の現状や役割などが広く県民に理解され、県民全体で森づくりを支える意識が高まって

いること。 

【現 状】 

 森林の現状について、「適正に管理されている」「適正に管理された森林が増加」とする人が、前回

2015(H27)年の 19.7％から 2020(R2)年では 16.4％に減少しており、「少し荒廃が進んでいる」「か

なり荒廃が進んでいる」とする人も31.0％から34.4％と増加しています。 

 また、半数近くの人が森林の「現状について知らない」と答えており、森林への関心が低い表れと考

えられます。 

 一方で、森づくりボランティアの参加について、「今後、参加してみたい」と考えている人が41.3％

あり、潜在的な参加需要は多いと言えます。 

【課 題】 

 森林を全ての県民の財産として、県民全体で支えていくためには、県内の森林の現状や公益的機能な

ど果たしている役割について、県民の理解をさらに深めていく必要があります。 

 県民の森づくりボランティア活動への参加意欲を、今後の取組みにつなげる必要があります。 

 幼児から児童・生徒、大学生や大人まで県民全体に、森林・林業の普及啓発を行う必要があります。 

【取組内容】 

①森づくりを支える県民意識の醸成

 森林の役割や大切さ等について県民の意識を高め、かけがえの

ない森林を次世代につないでいくため、「とやま森の祭典」を

開催し、多くの県民が植樹や育樹活動に参加できる機会を創出

します。

 林業普及センターや 21 世紀の森などの林業普及教育施設を活

用し、県民が森林・林業の役割などを理解する機会を提供する

など、普及啓発に取り組みます。 とやま森の祭典

県民等意識調査（2020(R2)年実施）の結果より 

森林の現状について

今後も積極的に参加したい 0.5%

今後もできる範

囲で参加したい

5.4%

今後参加してみたい

41.3%

今後は参加

しない 1.3%

参加したくない

43.1%

その他

7.2%

無回答 1.1%

森づくりボランティアの参加について

Ⅰ適正に管理されている

Ⅱ適正に管理された森林が増加

Ⅲ少し荒廃が進んでいる

Ⅳかなり荒廃が進んでいる

Ⅴ現状について知らない

Ⅵその他

Ⅶ無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回
（R2）

前回
(H27)

0.8

1.45.6 14.1 22.2 8.8 47.1

1.1

1.15.3 11.1 23.6 10.8 47
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②森林環境教育の推進

 フォレストリーダーによる「森の寺子屋」の開催を推進し、児童や生徒など広く県民への森林環境教

育の機会を提供するとともに、指導体制の継続を図るためフォレストリーダーの養成を行います。 

 指導者であるフォレストリーダーのスキルアップを図るため、樹木観察会や木工研修など県民の多様

なニーズを想定した研修を企画・実施します。 

 幼少期から木の良さを知り、木を使うことと森づくりのつながりを学び体験する木育を推進します。

 森づくりへの理解を深めるため、森林・林業などの体験活動を行う「花とみどりの少年団」の活動を

支援します。 

 有峰の自然に対する愛着心を育む活動や高校生の森林体験等を実施する、「有峰森林文化村」の活動

を推進します。 

③県民全体で支えるとやまの森づくりの推進

 森林・林業等幅広い分野の学識経験者等からなる「富山県森

林審議会」を開催し、水と緑の森づくり事業の評価を行い、

事業内容の改善等を行います｡ 

 経済界や教育界など様々な分野の代表者からなる「富山県

水と緑の森づくり会議」を開催し、幅広い県民の意見を得

て、取組みに活かします。 

④分かりやすく迅速な情報の提供と普及啓発

 「とやまの森づくりホームページ」を公開し、とやまの森に関する情報図や、水と緑の森づくり事業

の情報を分かりやすく発信します。 

 ＳＮＳを活用し、森づくり情報やイベント等をＰＲするとともに、若者の新規参入を促進します。 

富山県森林審議会 

森の寺子屋 

花とみどりの少年団 

フォレストリーダーの養成 

ありみね高校生学びの森 
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２ 森と木の関係人口拡大 

（２）木育等の推進による県産材利用への理解増進 

【施策目標】（施策の目指すべき成果） 

県民の県産材に対する理解や関心を高めるため、広報活動や木育等が行われていること。 

【現 状】 

 生活スタイルが都市型へと移り変わり、子供と自然との関係が希薄になってきています。 

 県では木材や木製品との触れ合いを通じて木の良さや利用の意義を学ぶ木育を推進するため、幼稚

園・保育所等への県産材遊具の導入（こどもの城）や貸し出しを支援しているほか、小学生を対象

として木工作品を募集・表彰する「とやまチビッ子とんかち大将コンクール」を開催しています。 

 「とやま木育フェア」を県と木材・建築関係団体が協力して開催しています。 

 県産材の魅力を発信するため、一般社団法人やＮＰＯなどの民間団体においても、木製品の展示会

や伐採見学会などのイベントが開催されています。 

 乳幼児期から木に親しんでもらうため、地元産の木で作ったオリジナル玩具を出生祝いとしてプレ

ゼントする取組みが、市町村で行われています。 

【課 題】 

 県産材利用に対する県民の理解をさらに増進する必要があります。 

 森林環境教育や木育に引き続き取り組むとともに、幼児期から森と木に触れる機会を創出するなど、

より低年齢層に対象年齢を拡大する必要があります。 

 森や木との触れ合いは、多様な遊びや体験の機会となることから、こどもたちが健やかで幸せに成

長できる「こどもまんなか」の取組みとして推進する必要があります。 

 森林環境教育の指導者の養成やスキルアップに引き続き取り組むとともに、幼児期から森や木と触

れ合う機会を創出するため、幼児等を対象とした木育や自然保育を実践できる人材を養成する必要

があります。 

【取組内容】 

①県民への県産材利用の普及啓発

 10月の「とやまの木づかい推進月間」に、県、市町村、林業・木材団体などの関係者が連携・協力

し、県産材の良さを体感するイベントや木材利用の意義に関する情報発信等を行います。 

 脱炭素社会に向けた木材利用の重要性や建築物等の木造化・木質化の意義、木の良さ等について、

県民の理解や認知の定着等を図るため、リーフレットやホームページにより普及啓発を行います。 

 林業、木材団体などと連携し、市町村や建築関係団体、経済団体などへ県産材利用に関する要請を

行い、県産材に対する理解や関心を高めます。 

ルークンコ将大ちかんと子ッビチまやと会示展の品製木
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②幼児期からの木育等の推進  

 木育等を推進するため、乳幼児や児童等が木に親しめるよう子供が集まる施設への県産材遊具（こ

どもの城）などの導入を支援します。 

 保育園や幼稚園等での木育や自然保育の活動を支援するとともに、自然公園等を自然保育の場とし

て活用できるよう整備します。 

 幼児等に木育や自然保育ができる人材を養成するため、保育士や保育士を目指している学生等を対

象とした研修に取り組みます。 

体験型イベントによる県民への県産材利用 普及・ＰＲ 

県産材遊具（こどもの城）の導入 

幼児等を対象とした木育や自然保育（イメージ） 

保育士等を対象とした研修会（イメージ） 
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基本施策Ⅲ 県土の強靱化と県民参加の森づくり 

１ 災害に強い森づくりの推進 

（１）保安林の適正な管理と林地の保全 

【施策目標】（施策の目指すべき成果） 

公益的機能の発揮が必要な森林を保安林として指定し、県民の安全・安心が確保されていること。 

【現 状】 

 森林の中で特に重要な役割を果たしている森林を目的によって保安林に指定しており、指定率は

69％で、土砂流出防備保安林が57％と一番多く、次に水源かん養保安林が41％になっています。 

 森林が持つ公益的機能が保たれるよう、保安林は立木の伐採や土地の形質の変更に制限が設けられ

ています。 

 近年の災害の発生状況を鑑み、森林の持つ公益的機能の重要性が深く認識され、保安林内で行われ

る治山事業の充実も進められています。 

 保安林の管理のため、保安林標識の新設や更新を適時行っているほか、保安林等調査員を委嘱し、

定期的なパトロールを行っています。 

 一定規模（太陽光発電整備の設置については0.5ha、それ以外は1.0ha）を超える山林を開発する際

には、災害を防ぐ働き･水害を防ぐ働き･水を育む働き･環境を守る働きの４つの要件を満たす実現性

のある計画を求めています。 

 盛土等による災害から国民の生命及び財産を守るため、「宅地造成及び特定盛土等規制法」（以下

「盛土規制法」という。）が令和４年５月27日に公布、令和５年５月26日に施行され、土地の用途

（宅地、森林、農地等）に関わらず、危険な盛土等を全国一律の基準で包括的に規制することとな

り、部局を超えた連携が求められています。 

【課 題】 

 森林に対し、水源の確保や土砂流出防止機能など公益的機能の充実が求められています。 

 局地的豪雨の頻発に伴う山地災害発生リスクの高まりに対応するため、速やかに治山事業ができる

よう、山地災害危険地区と一体的に保安林を整備する必要があります。 

 老朽化した保安林標識の更新などにより、保安林の適正な維持・管理を図る必要があります。 

 再生可能エネルギー推進の手段として期待される太陽光発電設備の設置について、近年、全国的に

森林内での設置事例が多数みられ、災害発生等の懸念があることから、本県においても森林の公益

的機能の発揮と調和した太陽光発電設備の適正な導入を図る必要があります。 

 盛土規制法は、国土交通省と農林水産省の共管法であることから他部局と連携しながら規制区域の

指定や許認可等の体制整備を進めると同時に事業者や土地所有者へ周知し、森林における適正な運

用を図る必要があります。 

【取組内容】 

①公益的機能の発揮が必要な森林の計画的な保安林指定

 県民生活に必要な水を安定的に供給するため、ダム上流等の重要な水源地域を水源かん養保安林に

指定します。 

 山地災害危険地区に指定された森林に対し、土砂流出防備保安林等に指定し適切な治山事業が実施

できるようにします。 

 海岸における飛砂や潮風、強風からの被害防止を主目的とした海岸防災林を保安林として指定し整

備します。 
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②保安林の適切な管理 

 林道沿いなど入山者が想定される保安林においては、保安林であることを周知するため保安林標識

などの設置を行います。 

 保安林や林地の保全のため保安林等調査員によるパトロールを定期的に行い、違法開発の早期の発

見や適切な管理が図れるよう努めます。 

③山林の開発等に対する適正な審査及びパトロール等による林地の保全    

 無許可開発や、違反行為、申請と異なる内容での開発に対しては、適切な指導を行い、必要があれ

ば、中止命令や復旧命令の監督処分を実施し、林地の保全に努めます。 

 再エネ設備の設置に際しては、土地造成の安全性確保、電気設備の安全性確保、環境の保全など、

地域のニーズや実績を踏まえつつ、各関係法令に基づいて多面的な観点から規制に努めます。 

 盛土規制法に基づき指定された規制区域において、盛土等の工事を行う際の技術的基準を遵守させ

るなど、林地開発パトロールに併せて違法な盛土等の監視を行うことにより森林内での盛土等によ

る土砂災害の防止に努めます。 

土砂流出防備保安林(南砺市 旧平村 大島) 

)姿市見氷(林安保きつ魚)町善入・町日朝(林安保備防害潮

土砂崩壊防備保安林(魚津市 東山) なだれ防止保安林(富山市 旧大山町 本宮) 

水源かん養保安林(富山市 旧大山町 有峰) 

保健保安林(南砺市 旧上平村 桂) 風致保安林(富山市 呉羽) 
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１ 災害に強い森づくりの推進 

（２）県民の生命・財産を守る治山事業等の推進 

【施策目標】（施策の目指すべき成果） 

山地災害などから県民の生命や財産を守るための治山施設が整備され、災害に強い森づくり・県土づ

くりが行われていること。 

【現 状】 

 全国的には、治山対策や森林整備の推進により山地災害の発生件数は、減少傾向にあります。一方

で、近年の地球温暖化による気候変動により、短時間強雨の年間発生回数が増加するなど降水形態

が変化し、山地災害を誘発する極端な降水が発生していることから、１箇所当たりの被害規模は増

大傾向にあるなど、山地災害が激甚化するとともに、発生形態も変化しつつあります。 

 県内における2023(R5)年度の災害は、５月に「集中豪雨」による立山町や朝日町の山腹崩壊、６月

に「記録的短時間大雨情報」による立山町の白岩川や富山市の常願寺川流域の氾濫、７月に県内で

初めて観測された「線状降水帯」による小矢部市の地すべり、１月に能登半島地震による山腹崩壊

や地すべり等が発生しています。 

 県では、治山事業による災害箇所の早期復旧を図るとともに、山地災害を未然に防ぐため、治山工

事により森林の持つ防災機能の向上を図っています。 

 現在、県内では山地災害危険地区を2,446箇所で設定しており、このうち2023(R5)年度までに1,466

箇所で対策工事に着手しています。 

 山地災害に対する普及啓発を図るため、市町村への地域防災計画の周知や防災キャンペーン、山地

防災ヘルパーによる山地災害情報の収集、ホームページによる山地災害危険地区マップなど、地域

の住民へ防災情報を提供しています。 

 既存の治山施設を有効利用して、山地災害を未然に防止し、生活環境基盤の整備に資するため、「富

山県治山施設長寿命化計画」（2019(R1)年度策定）（以下、「長寿命化計画」という。）に基づい

て、機能強化対策及び老朽化対策に努めています。 

【課 題】 

 平成28年度に見直しを行った、山地災害危険地区及びその危険度の判定に基づき、今後、危険度の

高い地区から優先的に整備を進めるとともに、県民へ山地災害危険地区の周知など、ソフト対策に

も取り組む必要があります。 

 流木被害の発生を防止するため、治山施設と一体となった森林整備や流木を捕捉する機能を備えた

治山ダムの整備を進める必要があります。 

 気候変動に伴う頻発・激甚化する水害・土砂災害等に対し、集水域から氾濫域にわたる国、県及び

市町村等のあらゆる関係者が協働した「流域治水」対策を推進する必要があります。 

 海岸防災林は、飛砂、潮風、強風からの被害防止を主目的として整備してきましたが、東日本大震

災及び能登半島地震を教訓に津波の被害を軽減する視点からも取り組む必要があります。 

 災害が激甚化し、効率的な治山対策の推進が求められる中、既存施設の有効利用を一層推進し、山

地災害の未然防止対策を進めるため、施設の長寿命化（機能強化・老朽化対策）を図る必要があり

ます。 

【取組内容】 

① 災害に強い森林づくり・水源の森づくりの推進

 県地域防災計画や県国土強靱化地域計画に基づき、地震等の災害に係る予防対策や応急、復旧対

策を実施します。また、能登半島地震の発生を踏まえ、次期降雨等による二次被害の発生に備え
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た広範囲の調査及び復旧対策等の体制を整えます。 

 下流への流木の流出防止のため、流木捕捉機能を備えた治山ダムの整備や、渓流内の流木危険木

の除去を行います。なお、やむを得ず下流域に流出した流木については、「流域治水」対策の一

環として、河川管理者や木質資源利用事業者等の関係機関と発生量や所在地等の情報共有を図り、

木質バイオマス等として有効利用するための方策を検討します。 

 なだれ防止機能を有する森林（なだれ防止林）の維持･造成のための基礎工として、階段工や予防

柵を整備します。（雪害防止対策の推進） 

 飛砂、潮風、強風等の被害から人家、農地等を保全するため、東日本大震災及び能登半島地震を

教訓とした津波被害軽減に繋がる海岸防災林を造成します。また、防災林の機能維持のため、下

刈・間伐等の保育作業や植栽を実施します。（海岸保全対策の推進） 

 山地災害や気象災害等により機能が低下している森林について、森林の整備（倒木処理、間伐等）

を治山施設の設置と併せて実施することにより、森林機能の回復を図ります。 

 豊かな森林からの伏流水を持続し、県民生活に必要な水を安定的に供給するため、ダム上流等の

重要な水源地域における荒廃地の復旧と併せて、水源涵養機能の高い森林に向け整備します。 

②山地災害危険地区の整備の推進と情報の積極的な発信

 人家集落等に近接する山地災害危険箇所における災害防止のため、航空レーザ計測を活用して崩

壊地や流木危険木等を把握し、治山整備計画を策定するなど、流域を一体とした荒廃地の復旧予

防、流木対策を重点的に実施します。 

 突発的な災害に迅速に対応できる緊急連絡体制の構築や応急対策の体制を整えます。 

 インターネット等を活用し、地域住民への積極的な周知に努めます。 

③治山施設の老朽化対策

 治山ダムや山腹工、地すべり防止施設等の治山施設の点検を進め、長寿命化計画の見直しを図り

ながら、その計画に基づき長寿命化対策工事を実施することで施設の維持管理予算の軽減と、施

設の長寿命化を図ります。 

 能登半島地震による治山施設の機能低下が懸念されることから、地震被害が多く発生した地域の

治山施設点検を重点的に進め、必要に応じて対策工事を実施します。 

【目標指標】 

指 標 名 
現  状 目  標 

2023(R5)年度 2026(R8)年度 2031(R13)年度 

山地災害危険地区着手数（累計） 1,466箇所 1,472箇所 1,497箇所 

治山・林道施設のうち長寿命化対策

が必要な施設の割合（年間） 
20.4% 20％未満 20％未満 

被災直後
（平成26年７月撮影） 

工事完成３年後
（平成30年９月撮影） 

工事完成直後
（平成27年12月撮影）

被災直後
（平成26年７月撮影） 
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１ 災害に強い森づくりの推進 

（３）森林病虫獣害対策の推進 

【施策目標】（施策の目指すべき成果） 

病虫獣害による森林被害が低い水準で推移し、森林が健全な状態に維持されていること。 

【現 状】 

 松くい虫による松林の枯損被害は、夏の高温少雨の

影響等により、2012(H24)年度以降、海岸林を中心に

激増しましたが、被害対策を重点的に取り組んだ結

果、 2014(H26）年度の1,504m3をピークに減少して

います。2023(R5)年度の被害量は 218m3 となり、

2012(H24)年度以前の水準まで減少しています。 

 カシノナガキクイムシによるナラ枯れの被害は、

2002(H14)年度に南砺市（旧福光町）で初めて確認さ

れて以降、被害区域が拡大し 2006(H18)年度には県

下全域で確認されましたが、2009(H21)年度をピーク

に被害は減少し、近年は沈静化しています。 

 近年、ニホンジカの急速な個体数の増加と分布域の拡

大により、近県では、ニホンジカによる被害が深刻化しています。現在、本県においても、植栽木

の枝葉や樹皮が被食される被害が発生しています。 

 2023(R5)年度に特定外来生物に指定されたツヤハダゴマダラカミキリによる樹木の被害は、本県に

おいても、2021(R3)年度に富山市の街路樹や公園のトチノキやカツラ等で確認されて以降、市街地

を中心に被害区域が拡大しています。

【課 題】 

 松くい虫被害による松林の減少により、防風・飛砂防備など森林の公益的機能の低下が懸念される

ため、被害を適切に把握し、公益上や景観上、特に保全すべき森林に対する適切な防除を実施する

必要があります。 

松くい虫の被害状況 

ツヤハダゴマダラカミキリの被害状況 

松くい虫被害量の推移 
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 ニホンジカの急速な個体数の増加と分布域の拡大による被害の増加により、土砂流出防備など森林

の公益的機能の低下が懸念されるため、被害を把握し、適切な防除を実施する必要があります。 

 ツヤハダゴマダラカミキリの分布域の拡大により、今後、里山林においても被害が発生し、森林の

公益的機能の低下が懸念されるため、被害を把握し、適切な防除を実施する必要があります。 

 公益上又は景観上放置しがたい被害跡地については、早急に森林を復旧する必要があります。 

【取組内容】 

①松くい虫など森林病虫獣害に対する適切な被害把握と防除の実施

 松くい虫については、保安林など保全すべき松林を対象として、薬剤散布や樹幹注入等の予防対策

と被害木の伐倒駆除による被害の拡大防止対策を併せて行います。 

 ニホンジカについては、近県や国有林等から被害状況や対策などの情報を収集するとともに、ニホ

ンジカの広域的な動向の把握や県内におけるモニタリング調査等による県内の被害の把握に努め、

関係機関と連携しながら、被害を未然に防止し、最小限にとめるための被害防除等を行います。 

 ツヤハダゴマダラカミキリについては、街路樹や公園の被害状況や対策などの情報を収集し、県内

の被害の把握に努め、関係機関と連携しながら、森林被害を未然に防止し、最小限にとめるための

被害防除等を行います。 

②森林病虫獣害の被害跡地の健全な森林への誘導   

 公益上又は景観上放置しがたい被害跡地については、植栽などにより早急に森林の復旧を行います。

 里山林や主要道路沿線等において、倒伏による事故の防止や景観の保全を図るため、枯損木の除去

を行います。 

松くい虫の防除（無人航空機による薬剤散布） ニホンジカの動向把握（無人カメラによる撮影） 

枯損木除去の調査 松くい虫被害跡地での植栽 
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２ 県民参加による多様な森づくりの推進 

（１）里山林の整備 

【施策目標】（施策の目指すべき成果） 

県民参加により、生物多様性の保全や野生動物との棲み分け、森林環境教育など、地域ニーズを反

映した多様な里山林が整備されていること。 

【現 状】 

 里山林は、昭和 30年代ごろまで山村住民とのかかわりの中で維持・管理されてきましたが、生活様

式の変化等により里山林が利用されなくなると、時間の経過とともに若くて明るい林から成熟した暗

い林へとその姿を変えています。 

 里山林に現れる動植物も明るい環境を好むものから暗い環境を好むものへ変化し、クマなどの大型動

物が人里近くまで活動域を広げる要因にもなっています。 

 このため、2007(H19)年度から導入した「水と緑の森づくり税」を活用し、生物多様性の保全や野生

動物との共生を目指した里山林の整備を県民との協働で進めてきており、その取組みが県内各地に広

まっています。 

見通しが悪い里山林                 放置された竹林 

【課 題】 

 里山林の整備は、地域住民を中心に県民との協働で管理・利用が行われていますが、中山間地域では

過疎化・高齢化の影響が顕在化し、森づくり活動の停滞が懸念されていることから、地域のニーズに

応じたきめ細かな里山管理のための支援がますます重要となっています。 

 近年、クマなどが人里や市街地へ出没し人間との軋轢が大きくなっていることから、野生動物との棲

み分けを図るため、さらなる対策を行うことが必要となっています。 

【取組内容】 

①県民協働による里山林の整備 

 地域資源としての木材等の利用、森林浴や環境教育の場の提供、生物多様性の保全、野生動物との棲

み分け等を目指し、地域住民との協働により、地域や生活に密着した明るい里山の再生に取組みます。

 クマ等の野生動物が、人里や市街地への移動経路としている河岸段丘等での里山林整備を進めます。
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（見通しが悪く暗い林内を明るい里山に再生） 

整備前                        整備後 

②地域住民による継続的な里山林の維持管理活動  

 里山リーダーセミナーやかぐや姫の里の集い等により里山の活用を促進するとともに、活動の程度に

応じた支援を継続し、里山地区の活性化と自立の支援を行います。 

 過疎化、高齢化等により地域住民だけでは困難となった里山林の維持管理を支援する「里山応援隊活

動」など、地域のニーズに応じたきめ細かな支援の継続を進めます。 

         県民による森づくり活動 里山応援隊活動 

          里山リーダーセミナー かぐや姫の里の集い 

【目標指標】 

指標名 
標目状現

2023(R5)年度 2026(R8)年度 2031(R13)年度 

里山林の整備面積（累計） 4,061ha 4,800ha － 
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２ 県民参加による多様な森づくりの推進 

（２）混交林の整備 

【施策目標】（施策の目指すべき成果） 

水土保全機能や生物多様性の保全など、森林の持つ公益的機能の維持・向上と長期の木材資源の確

保とが両立した針広混交林が整備されていること 

【現 状】 

 木材価格の低迷による林業採算性の悪化などにより、必要な手入れが行われず放置されている人工林

がみられます。 

 また、放置されている竹林の周辺では、竹が人工林に侵入し、人工林を駆逐するなど健全な育成の妨

げとなっています。 

 このため、手入れ不足で過密となった人工林や竹が侵入した人工林などを対象に、スギと広葉樹が混

ざり合った混交林への整備を進めており、2007(H19)年度から2022(R4)年度までの16年間で1,627ha

を整備しました。 

【課 題】 

 林業生産に適さない奥地であることや竹の侵入などによって、必要な手入れがなされていない人工林

をこのまま放置すると、水土保全機能や生物多様性の保全など、森林の持つ公益的機能の低下や風雪

被害の発生などが懸念されることから、引き続き混交林へ誘導する必要があります。 

 また、成長力が旺盛な竹は、一度整備しても翌年には地下茎から竹が再生してくるため、継続的に整

備する必要があります。 

竹が侵入した人工林 整備した翌年に再生した竹 

広葉樹の自然侵入により混交林化した奥山の人工林 手入れ不足で過密となった人工林 
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２ 県民参加による多様な森づくりの推進 

（２）混交林の整備 

【施策目標】（施策の目指すべき成果） 

水土保全機能や生物多様性の保全など、森林の持つ公益的機能の維持・向上と長期の木材資源の確

保とが両立した針広混交林が整備されていること 

【現 状】 

 木材価格の低迷による林業採算性の悪化などにより、必要な手入れが行われず放置されている人工林

がみられます。 

 また、放置されている竹林の周辺では、竹が人工林に侵入し、人工林を駆逐するなど健全な育成の妨

げとなっています。 

 このため、手入れ不足で過密となった人工林や竹が侵入した人工林などを対象に、スギと広葉樹が混

ざり合った混交林への整備を進めており、2007(H19)年度から2022(R4)年度までの16年間で1,627ha

を整備しました。 

【課 題】 

 林業生産に適さない奥地であることや竹の侵入などによって、必要な手入れがなされていない人工林

をこのまま放置すると、水土保全機能や生物多様性の保全など、森林の持つ公益的機能の低下や風雪

被害の発生などが懸念されることから、引き続き混交林へ誘導する必要があります。 

 また、成長力が旺盛な竹は、一度整備しても翌年には地下茎から竹が再生してくるため、継続的に整

備する必要があります。 

竹が侵入した人工林 整備した翌年に再生した竹 

広葉樹の自然侵入により混交林化した奥山の人工林 手入れ不足で過密となった人工林 

【取組内容】 

①過密人工林や侵入竹林の整備 

 過密となった人工林での整理伐を行い、生じたスペースに広葉樹の自然侵入を促します。 

 既に侵入している広葉樹の生長を促進し、針葉樹と広葉樹が混在する自然状態に近い森林へ誘導しま

す。 

 これらにより、森林が有する公益的機能の維持・向上と長期的な木材資源確保とを両立する、混交林

化を図ります。

過密人工林整備（手入れが行き届かず過密となったスギ人工林を整理し、針広混交林を目指す） 

    整備前               整備後              ５年後  

②侵入竹林の整備  

 竹が侵入した人工林において竹の伐採を行い、生じたスペースに広葉樹の自然侵入を促します。 

 既に侵入している広葉樹の生長を促進し、針葉樹と広葉樹が混在する自然状態に近い森林へ誘導しま

す。 

 森林が有する公益的機能の維持・向上と長期的な木材資源確保とを両立する、混交林化を図ります。

 整備後に再生してきた竹は、広葉樹の導入を図りつつ、竹が再生しなくなるまで継続的に整備します。

侵入竹の整備（人工林に侵入した竹林の整理や再生竹を整理し、針広混交林を目指す） 

    整備前               整備後               ５年後  

【目標指標】 

指標名 
標目状現

2023(R5)年度 2026(R8)年度 2031(R13)年度 

混交林の整備面積（累計） 1,655ha  1,800ha  ― 
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２ 県民参加による多様な森づくりの推進 

（３）森林ボランティア等による森づくり活動への支援 

【施策目標】（施策の目指すべき成果） 

とやまの森林の現状や果たしている役割などが広く県民に理解され、ボランティアグループや企

業をはじめ幅広い県民の協働による森づくり活動が継続、定着していること。 

【現 状】 

 県内の森林は、森林所有者のみでは森林管理が困難な状況になっています。一方で、ボランティア団

体や企業等が森づくり活動に取り組んでいます。 

 県では森づくりへの県民の意識を高め、県民参加による森づくりを推進するため、2005(H17)年10月

に「とやまの森づくりサポートセンター」（以下「サポートセンター」という）を設立し、森づくり

への支援を行っています。 

 サポートセンターの設立以降、登録団体・企業等は着実に増え、県民参加による森づくりの年間参加

延べ人数は、2018(H30)年度の12,580人まで増加しました。しかし、コロナ禍によるイベントの中止

等の影響により2019(R元)年度には一時、減少しましたが、その後は再び増加に転じています。 

【課 題】 

 里山林の再生整備や竹林の整備などは、人口減少や高齢化により地域住民や森林所有者だけでは整備

が困難なことから、行政も含め、企業や森林ボランティアなど幅広い県民の参加を得ながら協働で整

備を進めていく必要があります。 

 県民参加による森づくり活動をさらに進めるため、コロナ禍で広まったアウトドアブームを活用する

など、森づくり参加者のすそ野を広げ、森づくりに参加しやすい機会を設ける必要があります。 

 県民の自主的な森づくり活動を継続、定着していくため、サポートセンターによる支援を充実させて

いく必要があります。 

森林の提供

森林ボランティアなど活動グループ

登録 

申請

県 民 （参 加 希 望 者）

登録

申請

森林

所有者等

森林

ボラン

ティア

情報の

提供

サポートセンター

懇 話 会

サポートセンター

運 営 委 員 会

助言

懇話会

への参加

個人

参加

森づくりへの参加（労力・資金の提供）

参加

活動支援

□登録活動

  団体や企業を登録、フィールド登録

□広報活動

  登録団体・企業、サポートセンターのＰＲ

□機器の貸出

  林業用機器の貸出や保険加入への支援

□技術研修

  森づくり塾の開催

森づくり活動

橋渡し

意見交換

団 体 企業等

□登録活動

団体や企業を登録、フィールド登録

□広報活動

登録団体・企業、サポートセンターのPR

□機器の貸出

林業用機器の貸出や保険加入への支援

□技術研修

森づくり塾の開催
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【取組内容】 

①県民参加の森づくり活動の支援

 地域の里山林や竹林等で、住民が行う森づくり活動が継続するよう地域のリーダーを養成し、活動の

自立に向けた支援をします。 

 森づくり活動を一緒に行う企業の掘り起こしを行い、「地域住民と

企業のマッチング」を図ることにより、企業の森づくり活動の場を

確保するとともに、整備された森林の維持を目指します。 

 県民が自ら企画、実践する森づくり活動を募集し、その活動を支援

します。また、森林内での健康プログラムやスポーツなど、コロナ禍

で着目された森林空間の利活用を推進します。

 これまで森づくり活動に馴染みのなかった若者等を対象に、ＳＮＳ

を活用したＰＲを行い、森づくり活動のきっかけづくりを推進します。

②「サポートセンター」による森づくり活動の支援  

 サポートセンターに登録した森林ボランティア団体や企業に対し、

活動に必要な機器の貸出や保険料の支援を行うとともに、安全な活

動を行うために必要な森林・林業の知識、技術に関する研修「森づ

くり塾」をオンライン配信も含め開催します。 

 新規団体の設立や運営方法の相談、森林ボランティア団体や企業と

森林所有者との橋渡しを支援します。 

 森づくりへの意欲を高めるため、カーボンニュートラルへの貢献等

を期待する企業等に対し、森づくり活動によるCO2 吸収量の認証制

度を創設します。 

 一定の技術・技量を有する森林ボランティアを「森づくりサポーター」として養成・登録し、地域住

民との協働による里山林整備「里山応援隊活動」を支援します。 

 森づくり活動を体験する機会や登録団体等の交流を図るボランティア交流会等を開催します。 

③県民意見を反映した「サポートセンター」運営   

 広く県民から助言を得るため、学識経験者や経済団体等から組織された運営委員会を開催します。 

 サポートセンターを活用しているボランティア等から意見を聴くため、懇話会を開催します。また、

ボランティア交流会等の開催時にアンケートを行うなど、参加者からも意見を聴きます。 

【目標指標】 

指標名 
標目状現

2023(R5)年度 2026(R8)年度 2031(R13)年度 

県民参加による森づくりの参加

延べ人数（年間） 
10,461人 13,000人 ― 

企業の森づくり 

森づくり塾（チェンソー講習）

森林ボランティア活動 里山応援隊活動

県民が企画、実践する森づくり
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地上レーザによる計測結果 

第４章 重点プロジェクト

人口減少が進む現代社会において、主伐の加速化等により県産材の生産量を増大していくためには、

今の林業担い手数を維持しつつ、木材の生産性の向上や流通の効率化を図るとともに、森林・林業の

理解増進につながる関係人口を拡大し、川下側の木材の需要を拡大することが必要とされています。

また、令和６年１月に発生した能登半島地震により、甚大な被害を受けたインフラの復旧や県内産業

の振興等にスピード感をもって取り組む必要があります。 

そのため、今回の計画期間の前半３年間で横断的かつ重点的に進める取組みとして、以下の４つの

重点プロジェクトに取り組むこととします。 

林業就業者数は緩やかな減少傾向で推移しており、今後、県産材の生産量を増加させ、将来にわた

り安定的に供給するためには、林業の生産性の向上や木材流通の効率化を図ることが不可欠となって

います。このため、成熟している人工林での主伐の加速化や林業イノベーションの推進、人材の育成

などの取組みを進めます。 

１ 取組内容 

（１）人工林での主伐の加速化 

 ＩＣＴを活用した森林資源情報等により、小規模、分散して

いる主伐可能森林を取りまとめ、効率的な出材を促進します。

 主伐可能森林については、地上レーザやドローンなどのリモ

ートセンシング技術を活用することで、効率的な立木調査に

取り組みます。 

 伐採から造林までを連続して行う一貫作業システムにより、

花粉の発生源となっているスギ人工林を伐採し、優良無花粉

スギ「立山 森の輝き」や広葉樹を植える花粉発生源対策に取

組みます。 

 林道の開設にあたっては、主伐等に伴う、大径材を含む木材

の大量輸送や、それに伴う走行車両の大型化に対応した線形

や幅員とするとともに、木材を集積する土場等の林業作業用施

設を適切に配置します。また、森林資源が充実した区域や花粉

発生源対策として伐採・植替えを行うスギ人工林伐採重点区域等において、林業専用道や森林

作業道を重点的に整備します。 

（２）公社営林における非皆伐長伐期施業の実施と安定的な県産材の供給 

 抜き伐りによる広葉樹林化を促進する「非皆伐長伐期施業」（面的複層林施業）を架線系で行う

モデル地区を設定し、路網整備が困難な林分における架線集材の実証事業を行います。 

 非皆伐長伐期施業を計画的に行い、県産材の安定供給を行います。 

（３）林業イノベーションの推進 

富山県林業イノベーション推進協議会の実証事業などにより、以下の取組みを進めます。 

重点１ 生産性向上プロジェクト
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 スマート林業の基盤となる林内の通信環境の整備を推進します。 

 急傾斜地などにおける木材生産や林地残材等を効率的に集材するため、タワーヤーダや架線式グ

ラップル等の実証を行うなど、架線を活用した新たな作業システムを推進します。 

 ドローンや電動苗運搬機によりコンテナ苗の運搬を行うことで労働力の削減を図るとともに、大

苗植栽による下刈りの早期終了により、保育にかかる全体経費の削減を推進します。 

 丸太検知アプリ等を活用した素材生産量の把握や配車システムの導入などにより、木材流通の見

える化と効率化を推進します。 

（４）生産性向上に向けた林業担い手の育成等の支援 

 富山県林業カレッジで森林クラウド等を用いた効率的な施業計画の立案や高性能林業機械の操作

タワーヤーダによる集材

協力：林野庁林野図書資料館 イラスト：平田美紗子 

≪林内通信網のイメージ≫ 

� �業��

（�）����

（�）�����業��

�

�

�

� �業����

�こ�までの実証�業により������スターリンク�を活用することで、��電
�通信��で�ータ通信���ることを��した�、電��の��により、スターリ
ンクの���で���で�用で�ないことや、通信�リア�地�アンテナを��する
林���等に����、��などを行う作業地で�通信で�ないこと���した。
�このため、�ータ通信や労働����生した�の����を�やかに行えるよう、
スターリンクと��した��体�の��を実証する。

��通信�イリジウム�を活用したメッ�ージ�信の実証

�ジタル���線機を活用した��通�、�ータ通信の実証

����を�たすスターリンクの活用��の検証と���の��
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者等の育成を支援します。 
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スマート林業機器の操作研修① 

（ＶＲハーベスタ） 
スマート林業機器の操作研修② 

（丸太検知アプリ） 

 林業事業体の生産性向上等に必要なスマート林業機器や高性能林業機械、造林・保育関連資器材

等の導入支援を行います。 

 今後、主伐・再造林に関する施業の増加が見込まれることから、現場技能者の多能工化や林業機

械の効率性等を更に進める中で、「伐採と造林の一貫作業システム」について検証し、事業体の

年間作業計画等への反映を推進します。 

２ 個別施策のロードマップ 

取組内容 
年度 

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

（１）人工林での主伐の加速化 

 ＩＣＴを活用した効率的な主伐の推進 

 リモートセンシング技術を活用した効率的な調査 

 「一貫作業システム」による主伐、再造林の推進 

 主伐・再造林に必要な基盤整備 

（２）公社営林における非皆伐長伐期施業の実施と安定的な県産材の供給 

 モデル林における非皆伐長伐期施業の実証 

 給供の材産県な的画計るよに業施期伐長伐皆非

（３）林業イノベーションの推進 

 林内の通信環境の整備 

 タワーヤーダなど、架線を活用した新たな作業システムの推進 

 ドローン等による苗運搬、大苗植栽 

 化るえ見の通流材木

（４）生産性向上に向けた林業担い手の育成等の支援 

 富山県林業カレッジでの林業担い手の育成支援 

 スマート林業機器や高性能林業機械等の導入支援 

 「一貫作業システム」の検証と事業体の年間作業計画等への反映 
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県内の人工林が本格的な利用期を迎える中、「伐って、使って、植えて、育

てる」森林資源の循環利用を進めるには、県産材の利用拡大を図ることが不可

欠となっています。このため、本プロジェクトでは、民間建築物での県産材等

木材の需要拡大、県産材の安定供給体制の整備、県民の理解増進などの取組み

を進めます。 

１ 取組内容 

（１）民間建築物での県産材等木材の需要拡大 

 県内の着工建築物については、住宅分野では木造の割合が高く、非住宅分野においては鉄骨造等

の非木造の割合が高くなっています。（下図参照） 

今後、木材の需要拡大を図るためには、木造化や木質化がほとんど進んでいない店舗やオフィス

等の民間非住宅分野における木材利用の拡大が重要となっています。 

 令和５年度に、川上から川下までの関係者が広く参画する「富山県ウッド・チェンジ協議会」を

設置し、民間建築物における木材利用の課題整理や解決策の検討、先進的な取組みや木材利用に

関する情報共有などを行い、施主である民間事業者等が木材を使いやすい環境づくりに取り組ん

でいます。 

重点２ ウッド・チェンジプロジェクト

県内の用途別・階層別・構造別の着工建築物の床面積（令和５年度） 

資料：国土交通省調べ

木材利用の取組みを積極的に推進する林野庁のロゴマーク。 
ウッド・チェンジとは、身の回りのものを木に変えるなど、木
の利用を通じて持続可能な社会へチェンジする行動のこと。 

富山県ウッド・チェンジ協議会の開催 民間建築物での木材利用に関するセミナーの開催 
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 ウッド・チェンジ協議会においては、木材を民間建築物に利用する際に課題となるネガティブな

イメージを和らげるため、方策の検討や取りまとめ・普及を行います。 

 民間建築物の木材利用を促進するため、県と建築主等が「建築物木材利用促進協定」を締結する

など協働・連携して、木材の利用に取り組みます。 

 設計者や施工者に対し、非住宅・中高層建築物の木造化・木質化を可能とするＣＬＴや木質耐火

部材など新たな製品への理解を深める機会や、液状化対策や耐震構造設計の考え方などを学ぶ機

会を設けます。 

 実際に建設される木造建築物を題材に、設計から県産材の調達、施工、監理に至る一連の流れを

現場で習得できる機会を設けます。 

（２）県産材の安定供給体制の整備 

 県産材の安定供給と生産性向上を図るため、傾斜や作業システムに応じ適切に組み合わせた林

道・森林作業道等の路網整備や架線集材も含めた高性能林業機械の導入を推進します。 

 原木流通の効率化を図るため、貯木機能を有する中間土場等の整備を支援します。 

 県産材を安定的に供給するため、製材工場の規模拡大やプレカット等の加工施設の整備を支援し

ます。 

 今後、出材量の増加が見込まれる大径材の利用拡大に向け、製材工場における大径材用の製材ラ

インの導入を支援します。 

 品質・性能が確かな県産材ＪＡＳ製品の普及及び生産体制を整備します。 

 県産材流通のＤＸ化による事務効率化を図るため、納品書発行等のシステム化に取り組みます。 

（３）県民の木材利用への理解増進 

県産材等木材利用の理解増進及びこどもたちが健やかで幸せに成長できる「こどもまんなか」の

取り組みとして木育及び自然保育を推進します。 

【木育】 

子供から大人までを対象に、木材や木製品との触れ合いを通じて、木材への親しみや木の文化へ

の理解を深め、県民に木の良さや利用の意義を学んでもらうための取組みを進めます。 

 10 月の「とやまの木づかい推進月間」に、県産材の良さを体感するイベントや木材利用の意義に

関する情報発信等を県、市町村、林業・木材団体などの関係者が連携・協力して行います。 

 乳幼児や児童等が普段から木に親しめるよう子供が集まる施設への県産材遊具（こどもの城）の

導入を支援します。 

大径材に対応した製材・加工施設 傾斜や作業システムに応じた路網整備 
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 保育園や幼稚園等での木育の支援及び指導者の育成に取り組みます。 

 木育の研修を受講した保育士等がいる施設に木製遊具等を導入し、拠点施設とします。 

【自然保育】 

森や山などの自然環境を活用し、屋外での体験活動を中心とした幼児保育・教育活動を通じて、

木材がどこからくるのかを感覚的に理解し、木材利用の必要性を学ぶ取組みを進めます。 

 県民公園頼成の森、森林研究所樹木園などの既存施設を保育園や幼稚園等が、自然保育の場とし

て活用できるよう支援します。 

 保育園や幼稚園等での自然保育の支援及び指導者の育成に取組みます。 

２ 個別施策のロードマップ 

取組内容 
年度 

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

（１）民間建築物での木材利用による需要拡大 

 県産材を使用する木造化・木質化 

 催開の会議協ジンェチ・ドッウ県山富

 民間建築物での木材利用を促進するため「建築物木材利用促進協定」を民間

事業者等と締結する等、連携・協働しての木材利用への取組 

 県産材を活用し、民間建築物を含めた木造建築物を設計できる人材の育成

（２）県産材の安定供給体制の整備 

 入導の械機業林能性高や備整網路

 備整の場土間中や場土山るす有を能機木貯

 備整の等設施工加・材製

 給供の品材製ＳＡＪ材産県なか確が能性・質品

 県産材の流通情報のシステム化 

（３）県民への木材利用の理解の増進 

 信発報情るす関に義意の用利材木やトンベイの育木

 保育園や幼稚園等への県産材遊具（こどもの城）の導入

 成育の者導指び及援支の育木

 木育ができる保育士等がいる施設への県産材遊具の重点的支援

 援支を用活の設施存既てしと場の育保然自

 成育の者導指び及援支の育保然自
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本県では今後、山村の過疎化だけではなく、人口減少・高齢化などの問題と向き合いつつ、2050年

カーボンニュートラルやＳＤＧｓの実現を目指しながら、林業の振興を図る必要があります。このた

め必要な人材の確保・育成・支援と新たな技術の導入を行うとともに、県民に対しても、今まで以上

に森林・林業・木材産業への理解の醸成を促すことで、関係人口・交流人口の拡大を図り、本県のウ

ェルビーイングに寄与するよう努めます。 

１ 取組内容 

（１）林業担い手の確保・育成と技術の導入 

 林業に興味をもってもらうため、学生を

対象とした林業体験や就業ナビによる情

報発信等を行います。また、各事業体を

対象としたＳＮＳや動画配信を用いた担

い手の募集方法に関する研修の開催等を

支援します。 

 新規就業者の就業後のミスマッチを防ぐため、事業体が行うインターンシップを支援します。 

 移住者担当部局等と連携し、地域おこし協力隊などＩ・Ｕターン者に対し林業担い手センターが

行う講習会等への参加を働きかけます。 

 総務省が進めている「特定地域づくり制度」の活用を促すため、各事業体への情報提供等を行い

ます。 

 福祉事業者に対し森林・林業の意義や、やりがい等の動機付けを行いながら、福祉事業者の可能

な範囲で林業との林福連携を実践・検証します。 

 外国人材の活用に向け、先進事業体の取組状況など情報収集を図りつつ、コミュニケーション

ツールの活用について検証します。 

 林業労働に関する安全性や効率性、快適性等の作業環境を改善するため、スマート林業技術等の

活用を図るとともに、女性も参入しやすい環境づくりを進めます。 

 土壌への負荷軽減や奥地の森林資源を活用するため、架線集材の検証や人材育成等を支援します。

重点３ 次代を担う人づくりプロジェクト

ＳＮＳの活用による募集活動 

就業相談会でのＰＲ 外国人材活用への周辺環境整備 地域おこし協力隊へのＰＲ 林福連携実践の検証 

スマート林業技術の実践 快適トイレの導入 証検の材集線架用活ンーロドのへ査調地現
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（２）幼児・生徒を対象とした森林環境教育の推進 

 富山県フォレストリーダーによる「森の寺子屋」の開催や「花とみどりの少年団」への林業体験

等を通して、森林や森づくり活動への興味を高めるとともに、次代の林業後継者として育成に努

めます。 

 「森の寺子屋」の対象を幼稚園・保育所等の未就学児からに拡大し、森や山などの自然環境を活

用し、屋外での体験活動を中心とした幼児保育・教育活動を通じて、幼児期から森林とふれあえ

る機会の拡大に努めます。 

 幼稚園・保育所等を対象に、種を植えて苗木が育っていく様子が観察できる育成キットや発生し

たキノコの収穫の体験ができるシイタケ原木の配布などを行い、森林に対する理解と興味の拡大

を図ります。 

（３）未来の森づくり・地域づくりを担う応援団の育成 

 「とやまの森づくりサポートセンター」による森林ボランティア活動の支援やＳＮＳ等を活用し

た森づくり活動の普及・ＰＲ、若者の新規参入を促進し、森づくり活動の継続・定着を図ります。 

 地域住民だけでは里山の維持管理が困難なことから、ＳＤＧｓや地域貢献に資する企業と里山地

区の住民が協働で行う里山での森づくり活動を支援します。 

 企業や団体の森づくりへの意欲を高めるためとともに、より多くの県民が森林整備の効果に関心

を持つ契機とするため、森づくり活動によるCO2 吸収量の認証制度を創設します。 

 富山県フォレストリーダーによる「森の寺子屋」の開催や「花とみどりの少年団」への林業体験

等を通して、森林や森づくり活動への興味を高めるとともに、次代の林業後継者として育成に努

めます。 

修研成養アィテンラボ林森）樹植（動活りくづ森

験体業林の団年少のりどみと花備整山里るよに業企
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２ 個別施策のロードマップ 

取組内容 
年度 

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

（１）林業担い手の確保・育成と技術の導入 

 各事業体の就業等に必要なＳＮＳや動画でのＰＲのための研修会開催 

 事業体のインターンシップ支援と移住者担当部局との連携 









福祉事業者への森林・林業の動機付けと、現場での林福連携の推進 

外国人材の活用にむけた情報収集とコミュニケーションツールの活用等

労働環境の改善を図るスマート林業技術等の活用

架線集材の検討と必要な人材の育成 

（２）幼児・生徒を対象とした森林環境教育の推進 

 「森の寺子屋」の開催や「花とみどりの少年団」への森林環境教育の推進 

 未就学児に対する「森の寺子屋」の拡大 

 進推の験体穫収、成育の木苗たしと象対を児学就未

（３）未来の森づくり・地域づくりを担う応援団の育成 

 SNSを活用した森林ボランティアのＰＲと若者の新規参入の促進 

 援支の動活備整山里う行で働協が民住域地と業企

 CO2吸収量の認証による森づくり活動の促進 

）りくづ箱巣（屋子寺の森）察観然自（育教境環林森
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令和６年１月に発生した能登半島地震では、県内初の震度5強が観測され、県内の森林や林業関係

施設などに多くの被害が発生しました。地震被害からの復旧・復興、地震等の災害に備えた防災対策

の強化などを迅速かつ計画的に進めるため、本プロジェクトに取り組みます。 

１ 取組内容 

（１）山地災害等の復旧と災害に強く持続可能な森づくりの推進 

 広範囲を精緻に調査できる航空レーザ計測を活用するな

ど、能登半島地震により発生した山地災害などの全体像

を把握し、治山施設整備による復旧・予防対策を実施し

ます。 

 次期降雨等による二次被害の発生に備えた広範囲の調査

を実施するとともに、復旧・予防対策の体制を整えます。 

 治山施設の機能低下による二次被害の発生を未然に防止

するため、地震被害が多く発生した地域の治山施設点検

を重点的に進めるとともに、必要に応じて対策工事を実

施します。 

 能登半島地震における津波被害の発生を教訓に、津波被

害軽減に繋がる海岸防災林を造成するとともに、海岸防

災林の機能維持のため、下刈・間伐等の保育作業や植栽

を実施します。 

 利用期を迎えた森林資源を有効に活用しながら、森林の

有する土砂災害防止機能の維持・向上を図るため、主伐

後の確実な植栽及び保育等を推進します。 

（２）林内路網の復旧と 
大規模災害発生を見据えた維持管理体制の構築 

 林道管理者である市町村と連携して現地確認を実施す

るなど、林道や作業道への被害の全体像を把握し、その

早期復旧に市町村や関係機関と連携して取り組みます。

 大規模災害の発生に備え、地震被害が多く発生した地域

の橋梁やトンネル等の林道施設点検を重点的に進める

とともに、必要に応じて対策工事を実施します。 

 大規模災害の発生に備え、林道管理者である市町村や災

害復旧を担う建設業界等との連携強化を図ります。 

 被害状況の調査・測量・設計の効率化・迅速化を図るた

め、ＩＣＴの活用等を促進します。 

重点４ 能登半島地震復旧プロジェクト

上空からの山地災害の調査（氷見市灘浦周辺）

地震で発生した地すべり（富山市八尾町）

段差が発生した林道（富山市八尾町） 

路肩が崩壊した林道（氷見市論田） 
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（３）木材産業・特用林産の復興と大規模災害に強いサプライチェーンの構築 

 事業体への聞き取り調査や現地調査を実施するなど、施

設・設備の被災状況を把握するとともに、国や県の復旧支

援メニュー活用の調整を行うなど、被災した施設・設備の

迅速な復旧を支援します。 

 地震被害を受けた施設・設備の復旧には、地震対策や液状

化対策など高い技術力が求められるケースも想定される

ことから、次の災害に備え、技術的な支援を行える体制を

整えます。 

 施設被害等の発生により、県産材等木材のサプライチェー

ンが寸断され、幅広い事業者に影響が及ぶことを想定し、

大規模災害に強いサプライチェーンの構築に関係者と連

携して取り組みます。 

（４）地震に強い木造建築物の普及推進

 地震被害の軽減に向けて、設計者や施工者に対し、耐震設

計及び液状化対策の考え方、木質耐火部材などへの理解な

ど、実際に建設される木造建築物を題材に、設計から県産

材の調達、施工、監理に至る一連の流れを現場で習得する

機会を設けます。 

 木造住宅に地震被害が多く発生したことから、次の地震発

生に備え、県産材を用いた耐震構造へのリフォーム工法や

耐震シェルターの開発などに取り組みます。 

木材加工施設の液状化被害（氷見市万尾）

菌床シイタケの落下被害（富山市大清水）

30

R6.8. 1

×1

×1

×3

×1

×1

×1 ×2

×1

×1

×1

×3

×1

×1

×1

×3
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×2

×2

×1

×2

×2

×2

×1

有峰線
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２ 個別施策のロードマップ 

取組内容 
年度 

Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８

（１）山地災害等の復旧と災害に強く持続可能な森づくりの推進 

 治山施設整備による山地災害等の復旧 

 二次被害の発生に備えた復旧・予防対策の体制整備 

 地震被害発生地域における治山施設点検の重点実施 

 津波被害軽減に繋がる海岸防災林の造成 

 主伐後の確実な植栽等による土砂災害防止機能の維持・向上 

（２）林内路網の復旧と大規模災害発生を見据えた維持管理体制の構築

 被災した林道や作業道の早期復旧 

 施実点重の検点設施道林るけおに域地生発害被震地

 化強携連のと等界業設建や村町市たえ備に害災の次

 ＩＣＴの活用等による調査・測量・設計の効率化・迅速化

（３）木材産業・特用林産の復興と大規模災害に強いサプライチェーンの構築

 援支旧復の備設・設施たし災被

 施設・設備の復旧方法に対する技術的な支援体制の整備

 築構のンーェチイラプサい強に害災模規大

（４）地震に強い木造建築物の普及推進

 設計者や施工者に対する震災対策技術の習得機会の提供

 討検の法工ムーォフリのへ造構震耐たい用を材産県

復旧事業の実施

被害状況調査

二次被害に備えた調査

被害状況調査、災害査定

復旧事業の実施

予算要求

点検診断の重点実施

意見交換等を通じた連携強化

災害連携協定の点検､見直し検討

最新情報の収集 
研修等による現場実装

予算要求

点検診断の重点実施

体制の整備

海岸防災林の維持造成 

主伐・再造林等の推進 

技術的な支援体制の検討・整備

災害復旧事業の実施

液状化対策及び耐震設計の 
講習会実施 

需給情報センターによるサプ
ライチェーンの強化 

耐震構造リフォーム工法 
の検討 
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１ 計画の推進 

  計画で示した本県の森林・林業・木材産業の目標を実現していくため、県は必要な取組みに対し

重点的に支援するなど、効果的で効率的な事業の実施に努めます。 

また、施策の推進にあたっては、県民をはじめ、森林所有者、森林組合、木材産業関係者及び行政

などの関係者がそれぞれの役割を認識するとともに、相互に連携協力していくことが必要です。 
 

２ 関係者に期待するそれぞれの役割 
【県民】 

・ 県民全体でとやまの森を守り育てるため、森づくりに関する取組みに積極的に参加するよう努め

るとともに、森林・林業・木材産業について理解を深めることが必要です。 
・ 森林ボランティア団体、企業等については、森づくり活動等への積極的な取組みが期待されます。 
・ 森林資源の循環利用をはじめ、森林の有する多面的機能の持続的発揮につながる県産材利用への

理解を深めることが必要です。 
 

【森林所有者】 
・ 森林の持つ多面的機能を確保することの重要性を認識するとともに、森林の適正な整備及び保全

に努めることが必要です。 
・ 自ら森林の経営管理ができない場合は、市町村や森林組合等の林業事業体に森林の管理を委託す

るなどにより、適正な森林管理に努めることが必要です。 
 

【森林組合】 
・ 森林所有者の協同組織である森林組合は、組合員のための組合であるとの認識のもとに、組合員

に対するサービスや指導を強化する必要があります。 
・ 企業的な経営感覚を持ち経営基盤の強化を図りつつ、地域における森林の管理・経営者の中核と

して、森づくりを担う人材の育成に積極的に取り組むとともに、持続的な森林経営の形成に向け、

県・市町村や木材産業、住宅産業、建築設計者等関係者との連携を図るなど積極的な取組みが

必要です。 
・ 県産材を安定的に供給するため、施業の集約化や木材の生産性の向上に努めることが必要です。 

 
【民間林業事業体】 

・ 森林所有者からの求めに応じ、適正な森林管理に努めることが必要です。 
・ 地域の森林が持続的に経営管理されるよう、森林の経営を企画・実践するために必要となるノウ

ハウの取得に努めることが必要です。 
・ 経営基盤の強化や県産材を安定的に供給するため、県・市町村や木材産業関係者等との連携を図

ることが必要です。 
 
【木材産業関係者】 

・ 県産材を安定的かつ効率的に供給するためには、市場ニーズを適確に把握する必要があるため、

森林組合や民間林業事業体などの川上側の関係者との連携に積極的に取り組むことが必要です。 
・ 木材の生産･加工･流通の合理化、需要者ニーズに応じた製品の安定供給体制の整備を進めること

が必要です。 
 

第５章 計画の推進方法
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【住宅産業関係者（大工、工務店等）】 
・ 県産材を積極的に利用するとともに、消費者に対して県産材を使用する意義等について情報の提

供に努めることが必要です。 
・ 建築物へ県産材を活用するために必要となるノウハウの取得に努めることが必要です。 

 
【市町村】 

・ 地域に最も密着した行政機関である市町村は、森林法に基づく市町村森林整備計画の策定や森林

経営計画の認定、森林経営管理法に基づく森林の経営管理を行うなど、地域の特性に応じたきめ

細かな森づくりの推進や、県及び関係団体と連携のもと、林業や山村地域の振興に努めることが

必要です。 
 
【県】 

・ 本計画の周知と理解の促進に努めるとともに、目標達成に向け関係者と連携のもと、効果的で効

率的な施策を講じます。 
 
３ 国有林との連携 

各種施策の実施にあたっては、森林管理署との研修会の開催や、森林･林業教育の推進、林業技術

の情報交換等を通じて、国有林との連携・協調を図ります。 
 

４ 計画の実施状況の報告・公表 

この計画に示した目標を実現するには、掲げた施策について、適切に進捗管理を行うことが重要

です。このため、目標年次の2031(R13)年度に加え、2026(R8)年度を中間年度として目標指標を設け

るとともに、毎年度の取組みについて、指標を参考に評価、点検を行い、次年度の施策に反映して

いきます。 

  併せて、その進捗状況等について、森林審議会などの場で説明するとともに、「富山県森林・林業

白書」としてホームページなどを通じ、広く県民の皆さんの目に届くようにします。 
 
 

 

83

企画立案
Plan

行政運営の
マネジメント
サイクル

評　価
Check

改　善
Action

実　施
Do

第
５
章　

推
進
方
法



84

用語の説明 

 

《アルファベット・数字》 

ＣＬＴ（直交集成板） 

Cross Laminated Timber の略称で、ひき板を並べた層を、板の方向が層ごと直交するよ

うに重ねて接着した大版のパネル。 

 

ＩＣＴ 

Information and Communication Technology の略称で、情報・通信に関する技術。 

 

１千人あたりの労働災害発生率(千人率) 
1 年間に労働者 1,000 人当りに発生する死傷者数を示すもので、次式により算定。 
千人率＝（年間死傷者数÷労働者数）×1,000 

 

《あ行》 

意欲と能力のある林業経営者 

森林経営管理法に基づき、民間事業者のうち、森林所有者等の所得向上につながる高い

生産性や収益性を有するなど、効率的かつ安定的な林業経営を行うことができるとして、

知事が公表した者。市町村は、知事が公表したリストから経営管理の委託者を選定。 

 

《か行》 

カシノナガキクイムシ 
体長５ミリ弱のキクイムシの一種。コナラやミズナラなどに集団で穿入して病原菌を
持ち込み、枯死被害を発生させる。 

 

グレーディングマシン 

製材品の強度を測定し、印字する機械。 

 

航空レーザ計測 

航空機に搭載したレーザ測距装置を使用して、地表を水平方向の座標、高さの三次元で

計測し、地形情報や森林資源情報（立木本数、樹高、材積等）を取得する方法。 

 
更新 

伐採等により樹木が無くなった箇所に、植林を行うこと等により新しい森林をつくるこ
と。 

 
更新伐 

人工林の複層林化や広葉樹林化、天然林の更新を目的とした伐採作業。  
 

コンテナ苗 

コンテナとは、「マルチ・キャビティ・コンテナ」の略で、「多・孔・容器」という意味。

現在、本県で使用しているものは、宮崎県林業技術センターが開発した「Ｍスターコン

テナ」というコンテナ容器で、ポリエチレン性のポリシート（再利用可能）で、培地と

幼苗を巻き、専用のトレーに立てて育苗を行う。裸苗と異なり、出荷する際には根鉢着

きの苗木となる。 

 

《さ行》 
再造林 

人工林を伐採した跡地に再度、人工造林を行うこと。 
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地ごしらえ 

人工造林や天然更新の準備のため雑草木や伐採木の枝・葉を取り除く作業。 

 
挿し木 

親木の枝葉の一部（穂）を切り取り、発根剤で不定根を発根させた後、苗畑やプランタ
ーに挿しつけて育てた苗木。 

 
里山リーダーセミナー 

里山地区の森づくり活動を継続するために、森づくりの中心となって行動できる技術・
知識を持ったリーダーを養成する研修。里山林の利活用方法や安全な作業方法等を学ぶ
セミナー(研修)を実施。 

 

樹幹注入 
健康な木に穴を開け、樹木の枯死の原因となる線虫等の侵入を防ぐ薬剤を注入する防除
法。 

 

主伐 
利用できる時期に達した立木を伐採し収穫すること。間伐と異なり、伐採したあとに植
林等を行う。 

 
針広混交林化 

針葉樹の単層林を広葉樹が混ざった自然に近い森林に導くこと。 
 

森林クラウドシステム 

施業の集約化等を進めていくために、クラウド技術によって県及び市町村と林業事業体

を情報通信回線でつなぎ、森林情報を相互に利活用する仕組み。 

 

森林経営管理制度 

2018(H30)年５月に制定された森林経営管理法に基づき、森林所有者自らが森林の経営

管理を実行できない場合、市町村が森林所有者の意向を踏まえ、森林を集積・集約し、

林業経営に適した森林については意欲と能力のある林業経営者にその経営を委託する

とともに、林業経営に適さない森林等については市町村が自ら経営管理を行う制度。  

 

森林経営計画 

森林所有者または森林経営の受託者が、林班（原則として字界、地形又は地物をもって

区分した森林区域の単位）又は連続する複数林班を対象として森林を面的に取りまとめ、

森林の施業・保護と作業路網の設置・維持管理に関する事項を記載した計画。 

 

森林作業道 

主として林業機械が走行可能な構造で、集材等のために使用される道路。 

 

森林施業（施業） 

目的とする森林を造成、維持するための造林、保育、伐採等の一連の森林に対する人為

的行為。 

 
森林施業プランナー 

施業提案などにより森林所有者の合意形成を図りながら、森林経営計画を作成し、集約
化施業を実現できる人材であり、2012(H24)年度から始まった認定制度により認定され
た者。 
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スマート林業 

航空レーザ計測や森林クラウドシステムなどＩＣＴを活用し、森林施業の効率化・省力

化や需要に応じた高度な木材生産等を行うこと。 

 

選定経営体 

森林所有者及び林業従事者の所得向上につながる効率的かつ安定的な林業経営や主伐

後の再造林を実施するなど林業経営の継続性の確保を目指す林業経営体として、県の定

める選定基準を満たして名簿に搭載された林業経営体。 

 

《た行》 

中間土場 

伐採現場と木材加工施設の間に設けられ、用途に応じた素材の仕分けを行い、ストック

する場所。 

 
長伐期施業 

一般的な人工林の伐採林齢が 40～50 年ぐらいであるのに対し、伐採林齢を概ね 2 倍程
度の 80～100年まで引き延ばす育林方法。 

 
特用林産物 

食用きのこ類、山菜等、うるし、竹材、木炭等の森林原野を起源とする生産物の総称で、
一般に用いられる木材は除く。特用林産物の生産額は、林業産出額の約５割を占めてお
り、木材とともに地域経済の振興や就業の場の確保に大きな役割を果たしている。 

 

《な行》 
認定事業主 

「林業労働力の確保の促進に関する法律」に基づき、林業の雇用管理の改善及び事業の
合理化を促進するための措置に関しての計画を作成し、知事によりその計画の認定を受
けた森林組合や素材生産業者等の事業主。 

 

《は行》 
バイオマス 

「再生産可能な生物由来の有機性資源で、化石資源を除いたもの。」バイオマスは、地
球に降り注ぐ太陽のエネルギーを使って、無機物である水と二酸化炭素から、生物が光
合成によって生成した有機物であり、ライフサイクルの中で、生命と太陽エネルギーが
ある限り持続的に再生産可能な資源である。 

 
フォレスター 

長期的な視点に立った地域の森づくりを計画し、的確に指導できる技術者。 
 

プレカット加工機 

木造建築物を現場で建築しやすいよう、柱や梁などの部材について、継手や仕口といっ

た部材同士の接合部分をあらかじめ一定の形状に加工する機械。 

 

保安林 

森林法第 25 条第１項の規定により、国や都道府県が、国土保全上又は国民経済上必要

な森林に対して、その目的を達成するために指定する森林。 

    保安林種：水源かん養保安林、土砂流出防備保安林、土砂崩壊防備保安林、飛砂防

備保安林、防風保安林、水害防備保安林、潮害防備保安林、干害防備保

安林、防雪保安林、防霧保安林、なだれ防止保安林、落石防止保安林、

防火保安林、魚つき保安林、航行目標保安林、保健保安林、風致保安林 
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保全林 

富山県では多様な森づくりを推進するため、森林を機能別に「里山林」「保全林」「生産

林」「混交林」の 4つに区分しており、「保全林」は、原則として自然の推移に委ねて保

全・保護することとしている。 

 

《ま行》 

松くい虫 
「マツノザイセンチュウ」という体長 1 ミリメートルにも満たない線虫が松の樹体内に
入ることで、マツ類を枯死させる現象（マツ材線虫病）。「マツノマダラカミキリ」とい
うカミキリ虫がその線虫を松から松へ運ぶことで被害が広がる。 

 

木育 

子供から大人までを対象に、木製品などとのふれあいをつうじて木材への親しみや木の

文化への理解を深め、木材の良さやその利用の意義を学んでもらうための教育活動。 

 

木質ペレット 

間伐材などの未利用材を粉砕し、円筒形に圧縮成型した固形方燃料（直径６～８mm、長

さ５～40mm）。 

 
森づくりサポーター 

チェーンソー等の一定の技術を身につけた森林ボランティアで、「とやまの森づくりサ
ポートセンター」で登録した者。 

 

《や行》 

山土場 

伐採現場に近接した素材の集積場所。 

 

《ら行》 

林業事業体 
林業経営体からの委託等により、素材生産、森林整備等を行う森林組合、造林業者、木
材生産者等。 

 

林業就業者 
山林用苗木の育成、植栽、林木の保育、林木からの素材生産、薪および木炭の製造、樹
脂、樹皮、その他の林産物の採集等、林業の生産に直接従事する者で、従事日数が年間
30 日以上の者。（林家の自家労力は除く。） 

 

林業専用道 

10ｔトラックや林業車両が走行可能な構造で、林内の木材輸送の中核的な役割を果たす

道路。 

 

林業担い手センター 
1994(H6)年 4 月に富山県農林水産公社内に設置された林業担い手対策の実行機関。主な
業務として、林業就業希望者に対する体験林業や就業相談、森林組合等林業事業体と連
携した求人活動を実施。 

 

林業普及教育施設 

森林・林業についての理解と普及啓発などを行う施設。県営の施設では、「21 世紀の森

学習展示館」（富山市八尾町大長谷）、「林業普及センター」（立山町吉峰）。 
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林地残材 

立木伐採後の林地において、玉切り、造材により生じた根株、枝条等 

 

林道 

一般車両の走行を想定した恒久的な施設で、森林整備や木材生産を進める上で幹線とな

る道路。 

 

林齢 

森林の年齢。人工林では、苗木を植栽した年度を１年生とし、以後、２年生、３年生と

数える 

 

齢級 

林齢を一定の幅でくくったもので、一般的には５年をひとくくりにしている。例えば１

～５年生は１齢級。 

 



富山県森林審議会委員名簿

　　上野 美祐紀​ 富山県建築士会元女性委員長​

　　久加　朋子​ 富山県立大学工学部准教授​

　　笹原　靖直 朝日町長​

　　鈴木　　修 富山森林管理署長

　　須沼　英俊​ 富山県森林組合連合会長

　　高林　美沙 公募委員

　　中川　一郎​ 富山県素材生産組合理事長

◎　中村　和之 大阪経済法科大学経済学部教授​

　　藤井　徳子 富山森のこども園代表​

　　柳　　真子 専門学校　職藝学院准教授​

○　吉岡　拓如 東京大学大学院農学生命科学研究科准教授

　　米澤　政幸 富山県木材協同組合連合会理事長​

（五十音順　Ｒ６. ９. ３０現在） ◎は会長、○は職務代行​
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出典：林野庁「令和元年度森林・林業白書」を加工して作成
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富山県森林・林業振興計画
（目標年次：2031（R13）年度）

主伐による森林循環の加速化と
持続可能な森づくりを目指して


